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第1章 背景と目的 

わが国においては，1976 年に原子力委員会が「当面，地層処分に重点を置く」とする

高レベル放射性廃棄物対策の基本方針を示し，それに基づき，地層処分の研究開発が開始

された。1992 年に公表された「高レベル放射性廃棄物地層処分研究開発の技術報告書－

平成 3 年度」（動力炉・核燃料開発事業団，1992）（第１次取りまとめ）に続き，1997 年

の原子力委員会原子力バックエンド対策専門部会報告書「高レベル放射性廃棄物の地層処

分研究開発等の今後の進め方について」の方針に従い，1999 年には，核燃料サイクル開

発機構（現 日本原子力研究開発機構（以下 JAEA））が，国内外機関の協力を得て，それ

までの研究開発成果を取りまとめた「わが国における高レベル放射性廃棄物地層処分の技

術的信頼性―地層処分研究開発第２次取りまとめ－」（以下，第２次取りまとめ）を作成

し，原子力委員会に提出した。 

これを受けて原子力委員会は，第２次取りまとめに示された研究開発成果について約１

年にわたる審議を行い，2000 年に「第２次取りまとめには我が国における高レベル放射

性廃棄物地層処分の技術的信頼性が示されている」との見解を示した。 

第２次取りまとめ以降も，2000 年に設立された原子力発電環境整備機構（以下，NUMO）

による安全な事業の展開に向けた技術開発や，国および関係研究開発機関による事業を支

える基盤技術の強化を目指した研究開発が，両者の密接な連携の下で進められてきている。

さらに，過去十数年間，多くの地震災害を経験し，急速に進展しつつあるわが国の地震・

断層研究の成果や，国外での研究開発成果などを効果的に取り入れることを通じて，地層

処分に係る科学的・技術的知見の拡充が図られてきている。このような状況を踏まえ，

NUMO は「安全な処分の実施に係る技術的信頼性が向上したことを示し，地層処分事業

の安全確保に関する説明の技術的拠り所とする」ことを目的として，「地層処分事業の安

全確保（2010 年度版）～確かな技術による安全な地層処分の実現のために～」（以下，2010

年技術レポート）を取りまとめた。 

2011 年 3 月に発生した東北地方太平洋沖地震，およびそれに伴う東京電力株式会社福

島第一原子力発電所の事故により，科学技術に対する国民の不安感・不信感が高まる中，

地層処分への地震・断層活動の影響などについても高い関心が寄せられている。原子力委

員会は，これらの状況を踏まえ，2012 年 12 月に公表した地層処分に係る今後の取組につ

いて，「地球科学分野の最新の知見を反映して地層処分の実施可能性について調査研究し，

その成果を国民と共有すること」，「その時々の最新の知見を踏まえて，（中略），（地層処

分の）選択の妥当性を確認していく（中略）必要がある」としている。 

以上のような背景から，NUMO は，第２次取りまとめで示された，わが国における地

層処分システムの長期安全性を示す論拠となる地質環境の長期安定性および地質環境特

性に関する見解について，第２次取りまとめ以降の地球科学分野の公開文献情報を収集・

整理し，見解や今後のサイト調査などに反映すべき情報や課題などを抽出することとした。 
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第2章 検討の概要 

2.1 地層処分概念と安全確保の考え方 

2.1.1 わが国における地層処分概念と地層処分システム 

第２次取りまとめで述べられている，わが国の地層処分の基本的な考え方は次のとおり

である。 

「わが国における地層処分を考える場合，まず，わが国が変動帯に位置するという地質

学的特徴を念頭に置く必要がある。わが国においては，安定大陸に比べて地震・断層活動

および火山・火成活動の頻度が高く，このような天然現象が処分の安全性に影響を及ぼさ

ないようにすることが，安全に地層処分を行ううえでの前提として重要である。 

このため，わが国における地層処分概念は，地質環境の長期的な安定性についてとくに

配慮し，『安定な地質環境』に，地質環境の条件を考慮に入れて適切に設計された工学的

対策を組み合わせた多重バリアシステムを構築するという特徴がある。」（以上，第２次取

りまとめ1 総論レポート 2.2.1 など） 

「ここで述べている地質環境の長期安定性は，廃棄物を埋設した場の地質環境が長期に

わたって，まったく不変であることを意味しているわけではない。岩盤や地下水の性質が

長期の間にある程度変化することを考慮に入れても，地質環境が地層処分において期待さ

れる役割を果たすことが出来れば，その地質環境は十分に安定であるとみなすことができ

る。」（総論レポート，3.1.2） 

地層処分システムは，ガラス固化体，ガラス固化体を格納する金属製の容器（オーバー

パック），地下に埋設される際に地層との間に充填される物質（緩衝材）からなる人工バ

リア，および人工バリアが設置される地質環境から構成される（図 2-1）。 

オーバーパック

ガラス固化体

緩衝材

岩盤

 
図 2-1 地層処分システム  

（分冊３，図1-1） 

                                                 
1 これ以下では，「第２次取りまとめ」を省略する。 
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2.1.2 地質環境に関して考慮すべき現象と特性 

地層処分システムの構成要素のうち地質環境については，①廃棄物を物理的に隔離し人

間生活環境との間に長期にわたって十分な距離を維持すること，②人工バリアに適した設

置環境を提供すること，および③天然バリアとして働くことが期待されている。地質環境

が①～③の役割を果たすためには，まず，地層処分の場として確保した空間が長期にわた

って十分に安定であること（以下，地質環境の長期安定性という），次いで，岩盤とそこ

に含まれる地下水の物理的・化学的性質（以下，地質環境特性という）が適切であること

が求められる。 

「地質環境の長期安定性」に関しては，地層処分システムの性能に影響を及ぼす可能性

の観点から考慮すべき現象として，①地震・断層活動，②火山・火成活動，③隆起・沈降・

侵食および④気候・海水準変動が重要である。また，地層処分の観点から重要な「地質環

境特性」としては，①地下水の流動特性，②地下水の地球化学特性，③岩盤の熱特性・力

学特性および④岩盤中の物質移動特性を考慮する必要がある（表 2-1）。 

 

表 2-1 地層処分システムの長期安全性の確保の観点から考慮すべき現象及び特性 

分類 考慮すべき現象及び特性 

地質環境の長期安定性 ①地震・断層活動，②火山・火成活動，③隆起・沈降・侵食，

④気候・海水準変動 

地質環境特性 ①地下水の流動特性，②地下水の地球化学特性，③岩盤の熱

特性・力学特性，④岩盤中の物質移動特性 

 

第２次取りまとめでは，地質環境の長期安定性および地質環境特性のそれぞれに関する

見解を示し，「将来十万年程度にわたって十分に安定で，かつ人工バリアの設置環境およ

び天然バリアとして好ましい地質環境がわが国にも広く存在すると考えられる」と結論づ

けている。 

 

2.1.3 安全確保策 

地層処分概念の成立に必要な条件を満たす地質環境がわが国に広く存在すると結論づ

けたことを踏まえて，地層処分システムの長期安全性を確保するために，サイト選定，工

学的対策および安全評価の三つの対策を取る（総論レポート，2.3.2）。これらの対策につ

いては以下に示すように，技術基盤が整備されている（総論レポート，要約）。 

 

・特定の地質環境が地層処分概念の成立に必要な条件を備えているか否かを評価する方法

が開発された。 

・幅広い地質環境条件に対して人工バリアや処分施設を適切に設計，施工する技術が開発

された。 
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・地層処分の長期にわたる安全性を予測的に評価する方法が開発され，それを用いて安全

性が確認された。 

 

2.2 本検討の位置づけと方法 

2.2.1 本検討の位置づけ 

第２次取りまとめ以降のNUMO や国および関係研究機関による取り組みは，地層処分

システムの考え方，および，その前提となる考慮すべき地質環境の現象や特性に関する第

２次取りまとめの見解を踏まえて実施されており，第２次取りまとめ以降の研究課題にも

適切に対応したものである。 

本検討では，考慮すべき現象や特性（表 2-1）に関する第２次取りまとめの見解に焦点

をあて，これらの見解に対して，上記の取り組みの成果を含む第２次取りまとめ以降の

様々な公開文献情報を収集・整理し，見解や今後のサイト調査などへ反映すべき情報がな

いか，網羅的な整理・検討の取り組みを実施した。 

 

2.2.2 検討の方法 

以下の手順を，表 2-1 に示した考慮すべき現象および特性ごとに行った。 

 

① 第２次取りまとめで示された見解を整理する。この見解には，今後の個別課題ある

いは留意点として示されている事項も含まれる。 

② 関連する公開文献情報を収集し，見解の記述や趣旨に着目して分類・整理する。 

③ 整理の結果を踏まえ，見解に反映すべき情報がないかを検討する。また，その検討

を通じて，引き続きの情報収集やサイト調査への反映などが必要とされる事項を抽

出する。 

 

第２次取りまとめの見解に関連する公開文献情報については，主要な学術誌，論文集，

書籍，報告書などから幅広く収集した。その際，それぞれの文献に引用されている文献な

どについても必要に応じて内容を確認し，該当する内容が含まれている場合は，それも対

象として公開文献情報の収集を進めた。このうち，地質環境の長期安定性については，学

術的に広く調査研究が実施されていることから，地質学雑誌，地学雑誌，地震，活断層研

究，Journal of Geophysical Research，Earth Planets and Space，Tectonophysics といった学術誌

を中心に情報を収集した。また，地質環境特性に関する公開文献情報の収集では，JAEA，

電力中央研究所，産業技術総合研究所などの研究機関により地下深部の調査研究が精力的

に進められていることから，それらの機関の研究報告書などを主な対象とした。 

以上の収集・整理・検討結果を，関連する見解ごとに，「見解－公開文献情報－情報の

整理と見解への反映などの検討」の表の形でまとめた。第 3 章に地質環境特性の長期安定

性，第 4 章に地質環境特性の結果を示す。 
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第3章 地質環境の長期安定性 

地層処分システムの長期安全性の確保の観点から考慮すべきそれぞれの現象について，

わが国における活動の特徴や将来における活動の予測的評価などに関連する第２次取り

まとめの見解ごとに（関連するものは一括して），第２次取りまとめ以降の公開文献情報，

ならびに情報の整理結果および見解への反映などの検討結果を表形式でまとめた。 

なお，公開文献情報は，その内容に応じて，一つの番号に単独の情報を記載している場

合と複数の文献情報をまとめて記載している場合とがある。また，番号は，一つの節にお

いて複数の表（例えば，「3.1 地震・断層活動」では表 3-1 から表 3-4）にわたって連続

して付している。情報の整理結果および見解への反映などの検討結果の記述においては，

同じ節の別の表に記載された公開文献情報を参照している場合もある。 

 

3.1 地震・断層活動 

表 3-1 地震・断層活動の様式 

第２次取りまとめの見解 

① わが国における主な地震・断層活動は，既存の活断層帯において，過去数十万年程度にわたり同

様の活動様式で繰り返し起こっており，この間，地殻応力場はおおむね安定して持続してきたと

みなすことができる。このことから，十万年程度の将来についても，現在の活動の場が継続する

ものと考えることができる。ただし，逆断層帯の幅の拡大など，地域によって活動性や活動様式

が異なるため，地域の特徴を十分に考慮し，検討する必要がある。【分冊１：2.3.3 項「まとめ」】

② 活断層が現存しない地域において，地質環境に重大な影響を与える断層が，将来新たに発生する

可能性は小さいと考えられる。しかし，水理学的，地質学的に特異で，過去に群発地震が発生し

たような地域や，規模の大きい活断層帯の延長にある主要な非活断層帯については，注意が必要

である。【分冊１：2.3.1 項「わが国における断層活動の特徴」】 
第２次取りまとめ以降の公開文献情報 

＜プレート運動および地殻応力場の安定性＞ 
1 諸地質事象の発生・消長などの変化は，プレートシステムの変化に呼応して 100 万年～数百万年

をかけてゆっくりと生起することから，10 万年前，10 万年後それぞれのプレートシステムの運

動様式・配置，火山フロント分布・火山活動域，応力場，海陸分布などは現在と同様と解釈（吉

田・高橋，2004） 
2 日本で最も激しい地殻変動域となっている伊豆半島周辺でも，伊豆地塊の衝突後の広域応力場や

地殻変動の場の変化は数十万年の時間スケールで発生しており，10 万年間で広域応力場の急速な

変化が起きて新たな地殻変動が急に発生すると考えることは極めて困難（山崎，2004） 
3 房総半島に露出する前弧海盆堆積物に認められる黒滝不整合は，約 300 万年前にフィリピン海プ

レートの運動方向が変化した地質学的応答と解釈され，各プレートの移動成分や物性などの関係

から，その運動の変化が日本列島の東西圧縮テクトニクスをもたらしたと推測（高橋，2006） 
4 幌延地域西部は，約 300～200 万年前に形成されたと推定される日本海東縁変動帯（大竹ほか，

2002）に位置し，発達する褶曲構造は東西圧縮場における褶曲・衝上断層帯の一部を構成してお

り，東から順次形成されたと考えられることから，幌延地域は後期鮮新世以降，現在と同様の東

西圧縮テクトニクスと推測（新里・安江，2005；太田ほか，2007） 
5 中部日本の代表的な 37 個の活断層のスリップデータに基づく応力逆解析からは，過去数十万年

以上にわたり，東南東－西北西の最大圧縮応力軸は大きく変化せず持続（Tsutsumi et al., 2012） 
6 現在のプレート運動方向が海洋地殻の地磁気異常から決定される平均運動方向とほぼ一致する

ことは，現在の第 1 次オーダーの応力場は数百万年前から変わらないことを示唆（産業技術総合

研究所，2012） 
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7 南海トラフ東部の沈み込み帯前弧陸～海域では，200 万年前以降，応力場が時間的・空間的に変

化しており，その要因として 100 万年前のフィリピン海プレートの運動方向の変化およびその後

の中部地方の急速な隆起の可能性を指摘（Yamaji et al., 2003） 
8 南海トラフ中央部の沈み込み帯前弧陸域（紀伊半島）では，西南日本に特徴的な東西圧縮応力場

とフィリピン海プレートからの圧縮によると考えられる南北圧縮応力場との境界が時間ととも

に南下（大坪ほか，2009） 
9 房総半島における百数十万年～60 万年前の堆積岩（上総層群）を対象とした小断層解析により，

対象とした 3 層準において異なる応力場を把握（三野・山路，1999） 
10 新潟－神戸歪集中帯の一部である琵琶湖西岸地域では，地域全体が一様な応力場ではなく複雑に

空間変化しており，近畿三角帯内部の逆断層型応力場とその外側の横ずれ型応力場との境界線は

花折断層の西側約 10 kmに位置（藤野・片尾，2009） 
11 丹波山地中央部では，ほぼ東西方向の圧縮場にあるものの，逆断層的な応力場および横ずれ断層

的な応力場が混在し，そのどちらが卓越するかは時間的にあるいは地域によって変化（片尾，2011）
12 2011 年東北地方太平洋沖地震（Mw9.0）に伴い，震源域の上盤プレートでは応力軸が水平反時計

回りに約 90 度回転する方向に変化し（Hasegawa et al., 2012），また，地殻応力場の変化により，

国内各地において地震活動が活発化（明田川，2011；Hirose et al., 2011；Toda et al., 2011；原田ほ

か，2012） 
13 2011 年東北地方太平洋沖地震（Mw9.0）は，岩手南部および宮城北部における大きなひずみ変化

とともに，新潟－神戸ひずみ集中帯や富士山周辺域といった離れた場所にもひずみ変化の影響を

及ぼし，このような一様でない地殻変動は地殻の不均質性に起因すると解釈（Takahashi, 2011） 
14 地表断層地形が不明瞭であるために推定活断層と認定されていた湯ノ岳断層および井戸沢断層

の福島県浜通りの地震（2011 年 4 月 11 日，Mj7.0）による正断層型の活動（土木研究所ホームペ

ージ；東京大学地震研究所ホームページ）は，海溝型巨大地震（2011 年東北地方太平洋沖地震

（Mw9.0））に伴う応力変化（静的応力の伝播）の影響により発生したと解釈（Kato et al., 2011；
Okada et al., 2011；堤・遠田，2012） 

15 過去 2 万年程度にわたり活動が認定されていなかった深溝断層の三河地震（1945 年 1 月 13 日，

Mj6.8）による活動（安藤，2004）は，濃尾地震（1891 年 10 月 28 日，Mj8.0）により地殻応力が

蓄積されていた時期・場所に，東南海地震（1944 年 12 月 7 日，Mj7.9）に誘発されて発生した可

能性を指摘（岡田，2006a） 
16 地震・断層活動の結果として生じた応力変化により断層周辺において変化・蓄積した岩盤のひず

みは，断層近傍の応力場に応じた変動地形の形成や副次的な断層のずれとして解消されるほか，

広域的な岩盤の隆起・沈降を引き起こすと考えられ，水準測量やGPS 観測などにより，断層周辺

におけるより広域的な変形やひずみの蓄積を確認（鷺谷ほか，2002；小島ほか，2005；鷺谷，2009）
17 GPS 観測データを用いた測地学的手法を用いた地殻変動調査により，三角測量で指摘されていた

新潟から近畿地方にかけての日本海側における変形集中帯（新潟－神戸ひずみ集中帯）の存在を

確認し，このひずみ集中帯と内陸地震との関連性を指摘（Sagiya et al., 2000） 
18 日本海東縁部では，300 万年前頃から 1 cm／年程度の短縮変形の継続によりひずみ集中帯が形成

されたと考えられ（大竹ほか，2002），このひずみ集中帯において，上盤の変形による非対称背

斜構造を伴う逆断層と震源断層との関連性を把握（岡村，2010） 
19 近畿三角帯北東縁では，南から北に向かって東西方向の短縮速度が減少している傾向が認めら

れ，伊勢湾－湖北スラブの形状や深度が断層活動に影響を及ぼしている可能性を指摘（石村，

2010） 
20 松代群発地震（1965 年 8 月～1970 年 6 月）は，深層地下水の上昇が主要因であるとの見解（奥

澤・塚原，2001；吉田ほか，2002；佃，2006）が支持されているものの，当時の地震観測記録の

再評価の結果，群発地震のごく初期の活動域は地下水の上昇・湧出を伴った活動域と異なってお

り，大きな地殻変動の起きた地域の周辺にあたることから，地殻ひずみの蓄積と応力増加により

開始したものと解釈（浜田ほか，2012） 
＜現在までの断層の繰り返し活動および活動様式＞ 
21 東北日本弧では，中新世堆積盆を形成した正断層が鮮新世～第四紀の応力場に応じて逆断層とし

て反転再活動（Kato et al., 2004, 2006） 
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22 井戸沢断層西部の地表地震断層（塩ノ平断層）では，断層破砕帯の内部に礫が埋め込まれている

状況および厚い破砕部の存在から断層変位の累積性を確認し（黒澤ほか，2012），福島県浜通り

の地震（2011 年 4 月 11 日，Mj7.0）以前の最新の活動時期を 12,500～17,000 年前と特定（堤・遠

田，2012） 
23 南関東に分布する中新世に形成された正断層のうち，長津田付近から東北東方向に推定される断

層の再活動は鮮新世末頃～前期更新世であるのに対して，立川断層は中期更新世から現在も逆断

層として活動を継続しており，この違いは伊豆半島の衝突に伴う地殻応力場の局所的な変化によ

るものと推測（山崎，2006） 
24 東北日本側に位置する北部フォッサマグナの逆断層区では，糸魚川－静岡構造線中北部などの典

型的な反転構造が発達するのに対して，西南日本側に位置する北陸の逆断層区では，中新世堆積

盆を形成した断層による反転構造が認められないことは，両地区の地質構造やその発達史の差異

に起因すると解釈（竹内，2010） 
25 跡津川断層の起源は白亜紀～古第三紀までさかのぼるとされ（Takagi et al., 2005），その際に形成

されたと考えられるカタクレーサイトは左横ずれセンスの構造を保存しており（丹羽ほか，

2008），現在と同じセンスの右横ずれ運動は約 100～40 万年前に開始し（池田，2003），最新の活

動である 1858 年の飛越地震時に断層全体が崩壊（道家・竹内，2009）。 
26 西南日本における中央構造線，阿寺断層や野島断層などは新生代初期にはすでに活動しており

（Tagami and Murakami, 2007），とくに阿寺断層では現在の変位様式の活動が第四紀初頭には開始

し，第四紀中・後期を通じて同様の活動様式が継続していると推測され（安江・廣内，2002），
現在の断層活動は過去に存在した古阿寺断層の再活動にあたると解釈（山田ほか，2012） 

27 中国地方西部に発達する北東－南西方向のリニアメントは，白亜紀に南北圧縮応力場で形成され

た左横ずれ断層が現在の東西圧縮応力場で右横ずれに反転再活動したことの特徴（Fabbri et al., 
2004） 

28 2000 年鳥取県西部地震（Mj7.3）の余震域では本震の発生以前から岩脈群に規制された断層活動

が生じており，生成深度の異なる断層岩類が地表に認められることから，断層活動が繰り返し生

じていたと解釈され（相澤ほか，2005），その鉱物・化学的性状が非余震域とは明瞭に異なるこ

とを確認（間中ほか，2012） 
29 富士川河口断層帯，糸魚川－静岡構造線活断層系中北部，中央構造線伊予断層などの完新世にお

ける繰り返し活動履歴（Yamazaki et al., 2002；谷口ほか，2011；池田倫治ほか，2012），大原湖断

層系の宇部東部断層および木戸山西方断層の最新活動時期（小松原ほか，2005；金折ほか，2006）
などを推定 

30 福岡平野東部における石堂断層の延長部の新たな活動および宇美断層の第四紀後期の活動は，地

層中の古い傷跡を利用した新たな断層活動と解釈され（千田，2006），とくに宇美断層の活動性

は警固断層よりも低く，活動の平均間隔は約 29,000 年と推定（下山ほか，2008） 
31 活断層について「最近数十万年間に繰り返し活動し，将来も活動することが推定される断層」と

定義し，具体的には，目安となる約 40 万年前以降に地下の同じ部分で繰り返し活動し，その都

度ほぼ同一の変位様式の変形が地表に累積したもので，過去の活動時期から現在までほぼ同一の

地殻変動様式が継続していると考えられることから，今後も同様の活動をする可能性が高い場所

と説明（地震調査研究推進本部 地震調査委員会 長期評価部会，2010） 
32 断層崖のような断層地形を伴い，あるいは最近の地質時代に繰り返し活動した地質学的証拠のあ

る断層は，今後も活動史大地震を引き起こす可能性がある活断層と解説（山崎，2013） 
33 M7 以上の地震を引き起こす可能性のある 110 の主要活断層帯について，既存情報に基づいて位

置や形状，過去の活動時期や平均活動間隔などが個別に把握されているものの（地震調査研究推

進本部ホームページ），これまでの調査結果は質・量的にデータが不十分であり，断層帯の活動

履歴や活動間隔の評価精度を向上させる必要があることを指摘（岡田，2012） 
34 確実度の高い活断層の活動開始時期をその推定の確からしさとともに提示し，活断層が現行の様

式および場所で活動を開始した時期は各地域とも数百万年前から数十万年前であるものの，特定

の方向性および様式の活動の開始が顕著になる時期が地域的に異なる傾向を把握（道家ほか，

2011，2012） 
＜将来における断層の新生および再活動＞ 
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35 断層の形成の初期段階には，同じ方向に配列した亀裂の癒合が必要であり（Scholz, 2002），それ

が徐々に成長し，応力集中域としての活断層に成長するためには，長期的な時間を要するため，

断層が分布しない場所に短期間で活断層が新生することは考えられないことを指摘（山崎，2004）
36 関東平野の地下には，中新世に基盤の非対称なハーフグラーベン構造を形成した正断層が多数存

在し（高橋ほか，2006），東京都中央区および江東区では，第四紀中～後期の地層を切る伏在断

層が 4 条確認され，それらがC 級活断層に相当することを把握（豊蔵ほか，2007） 
37 活断層の多くが地質断層の分布と整合的であり，第四紀以降の応力場の下で既存の断裂が再活動

したものと解釈でき（梅田ほか，2010a），現在の活断層分布図では，その存在の把握が難しい低

活動度の B～C 級活断層について誤判読や見落としが少なくないことから，活断層図に記載のな

い断層が再活動する可能性を排除することは困難（山崎，2004） 
38 濃尾地震断層系では，雁行状に配列する三つの活断層に沿って変位が累積し，濃尾地震（1891 年

10 月 28 日，Mj8.0）により圧縮性バリアから破壊が始まり，それが双方向に進行して隣接する断

層に連動するようになり，直線状に長く延びて断層の成熟度が増加（岡田，2006b） 
39 深溝断層の南北走向区間は約 2～3万年の再来周期を有する比較的活発な断層であるのに対して，

東西走向区間は南北走向区間の断層活動に連動し，活動の場を変えながら活動（岡田，2006b） 
40 断層の破壊強度や局所的な地殻応力の状況によっては，主活断層から数 km 以上離れた副断層や

現在の活断層と同じセンスを有する，あるいはその延長上にある地質断層が再活動する可能性が

あることを指摘（山崎，2004；梅田ほか，2010b） 
情報の整理と第２次取りまとめの見解への反映などの検討 

○ 日本列島周辺におけるプレートの配置や運動様式は，100 万年オーダーの時間スケールで緩慢に

変化することから，今後少なくとも 10万年間は現在と大きく変わることはないと考えられる（1）。
プレートの相対運動の変化によって生じる広域応力場の変化は，数十万年以上の時間スケールで

生じており，200 万年前頃までに日本列島のほぼ全域で成立した東西圧縮の広域応力場は，現在

まで大きく変わることなく維持されている（2～6）。したがって，プレートの運動様式が大きく

変化しない限りは，現在の広域応力場は今後も維持されると考えられる（1,2）。 
○ このような広域応力場の安定性は，見解①と同様であり，地震・断層活動のみならず火山・火成

活動や隆起・沈降・侵食について，将来の変動様式やその傾向を過去から現在に継続する変化の

延長として類推する際の前提となると考えられる。 
○ 日本列島のほぼ全域にわたる東西圧縮の広域応力場は大局的には安定であるものの，局所的に

は，プレート運動の大規模な変化がなくとも地殻応力場の時間的・空間的な変化が生じている（7
～11）。また，2011 年東北地方太平洋沖地震のような大地震に伴い，地殻の不均質性に起因する

と考えられる地殻応力場の変化も生じており，このような変化は地震・断層活動だけでなく，火

山・火成活動や隆起・沈降にも影響を及ぼしていると考えられる（12～16）。 
○ また，東西圧縮の広域応力場にある北海道から東北日本の日本海東縁部，新潟から近畿地方にか

けての日本海側では，東西短縮の変形が集中した帯状の地域（ひずみ集中帯）が形成されている。

このような地域では，褶曲・衝上断層帯といった地質構造やスラブの形状・深度などに関連する

地殻の変形（ひずみ）の集中に起因して，地震・断層活動が引き起こされている（17～20）。 
○ 日本列島においては，第四紀よりも古い時代に当時の広域応力場の下で形成された断層が，第四

紀以降の東西圧縮の広域応力場に応じて，あるいは局所的な地殻応力場の変化などに起因して，

一時的にあるいは繰り返し再活動している（14,15,21～30）。その活動性や活動様式は，地質構造

の発達史や地殻物性の違いなどを反映して地域によって異なっている。 
○ なお，第四紀以降に再活動している断層のうち，最近数十万年間（約 40 万年前以降）に同一の

場所で繰り返し活動した地質学的証拠がある，あるいは断層地形を伴う断層は活断層として認定

されている（31,32）。その中でとくに主要な活断層帯や確実度の高い活断層については，繰り返

し活動の平均間隔や開始時期などが，その地域的な特徴とともに評価されているものの，その評

価精度の向上は不可欠であると考えられる（33,34）。 
○ 以上の整理結果から，わが国における主な地震・断層活動については，見解①に沿う事例が蓄積

されている。 
○ 地層中において，初期段階のひび割れが活断層に成長するためには極めて長い時間が必要であ

り，断層が現存しない場所で活断層が新たに発生する可能性は小さいと考えられる（35）。一方，
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地表において断層の存在が確認できない場合においても，断層の分布の見落しがある場合などを

含め，活断層とは認定されていない断層が地下には多数存在する（36,37）。このような断層は地

層中の構造的な弱線であり，その活動性が必ずしも明らかになっていなくとも，地殻応力場の変

化などに起因して再活動する可能性を否定することはできないと考えられる（37）。 
○ また，複数の断層が直線状に（並行あるいは雁行して）配列するような場合は，断層活動の連動

により活動の場が拡大することがある（38,39）。したがって，活断層とは認定されていない断層

についても，活断層の近傍に位置し活断層と同じ運動様式を有する場合や，活断層の延長上に位

置する場合などは，現在の地殻応力場においても再活動する可能性があると考えられる（40）。 
○ したがって，活断層とは認定されていない断層の再活動性については，見解②で示された，規模

の大きな活断層帯の延長にある主要な非活断層に限定することなく評価することが必要である。

この点を踏まえ，引き続き情報収集を継続し，その結果をサイト調査計画へ反映していく。 

 

表 3-2 活断層の分布 

第２次取りまとめの見解 

③ わが国における主な活断層は概ね把握されているが，とくに広い沖積平野など伏在活断層の存在

が考えられる地域や海域などについては，ボーリングや物理探査などを用いた地下構造調査によ

って，活断層の有無や分布を確認する必要がある。【分冊１：要約「安定な地質環境の存在」】

第２次取りまとめ以降の公開文献情報 

＜活断層が不明瞭な地域における地震・断層活動＞ 
41 活断層に関する最新の情報を網羅的に取りまとめた活断層詳細デジタルマップ（中田・今泉，

2002），日本周辺海域の第四紀地質構造図（徳山ほか，2001），活断層データベース（産業技術総

合研究所ホームページ），活断層の詳細位置に各種調査・評価結果を併記した「活断層基本図（仮

称）」（作成中；地震調査研究推進本部，2011）などの全国規模の活断層分布図に加えて，第四紀

逆断層アトラス（池田ほか，2002），都市圏活断層図（国土地理院刊行）などの特定の地域を対

象とした活断層分布図も拡充 
42 活動度の低い活断層では断層変位地形などの痕跡が明確ではないために，これまでに活断層とし

て認定されていない断層が少なからず存在（日本地質学会 地質環境の長期安定性研究委員会，

2011） 
43 陸域および沿岸海域に分布する M6.8 以上の地震を引き起こす可能性のある活断層を対象とした

地域評価においては，地表にずれの痕跡を残さない伏在活断層や活動度が低いために断層のずれ

が地形として保存されにくい活断層を見落としている可能性を認識（地震調査研究推進本部 地
震調査委員会，2013） 

44 鹿児島北西部の地震（1997 年 5 月 13 日，Mj6.5）に伴う地表地震断層は確認されておらず，過去

の活動に伴う累積変位も未確認（村田，1999） 
45 山陰地域において，活断層の発現時期が新しく，地下では成長しつつあるものの，地表では破砕

帯幅や変位量が小さく地形的に不明瞭な活断層が比較的大きな規模の地震を引き起こしている

と解釈（岡田，2006a） 
46 2000 年鳥取県西部地震（Mj7.3）では，震源域において断層地形や被覆層との変位関係が不明瞭

であったものの，地震後の詳細調査・解析により以下の知見を取得 
• 発震機構は東西方向に圧力軸を持つ横ずれ断層型であり（地震調査研究推進本部 地震調査委員

会，2000），余震域の分布からほぼ鉛直な震源断層と推測（Fukuyama et al., 2003） 
• 震源域付近には震源断層との対応が不明であるものの，リニアメントの集中，地下での断層変位

やフラワー構造，余震域の周辺には活断層と推定されるリニアメントが確認され（岸ほか，2001；
上田ほか，2002；井上ほか，2002；高田ほか，2003；杉山ほか，2005），第四紀後期の繰り返し

活動の痕跡を把握（伏島ほか，2002） 
• 地表変状は地表地震断層ではなく，震源断層は地表に達していない未成熟な断層と推測され（遠

田，2002），仮に同規模の地震・断層活動が繰り返し発生しても，地表に明瞭な変位地形が残る

可能性は小（堤，2009） 
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• 震源域付近に低比抵抗域を確認し（鳥取県，2004），低比抵抗域付近の地下水中のH2および 3He/4He
の異常を把握（Umeda and Ninomiya, 2009；安江ほか，2011a） 

47 2005 年福岡県西方沖地震（Mj7.0）では，震源域に特異な地震活動は認められていなかったもの

の，地震後の詳細調査により以下の知見を取得 
• 発震機構は東北東－西南西方向に圧力軸を持つ横ずれ断層型であり（地震調査研究推進本部 地

震調査委員会，2013），延長約 25 km，深度 2～16 km に及ぶほぼ垂直な余震域（断層面）を特定

（Shimizu et al., 2006） 
• 震源の直上および余震域に明瞭な断層変位地形や断層と推定される構造は未確認（阿部ほか，

2005；海上保安庁 海洋調査部，2005a,b） 
• 陸域の警固断層について約 2 万年前以降の繰り返し活動性を把握（下山ほか，2005；高知大学理

学部ほか，2006；岡村ほか，2009） 
• 海域の震源断層および陸域の警固断層は，走向・傾斜やずれの向きが同一であり，近接してほぼ

直線状に並ぶことから，同一の断層帯（全長約 55 km）を形成すると判断（地震調査研究推進本

部 地震調査委員会，2007） 
48 2008 年岩手・宮城内陸地震（Mj7.2）では，震源域に地震規模に相当する活断層の分布は未確認

であったものの，地震後の詳細調査により以下の知見を取得 
• 発震機構は西北西－東南東方向に圧力軸を持つ逆断層型であり，余震域は延長約 45 km，幅約

15 km で西傾斜の分布を示し（地震調査研究推進本部 地震調査委員会，2008a），SAR 干渉画像

解析から延長約 30 km，幅約 10 km の地殻変動集中帯を挟む両側の地塊が少なくとも約 1 m の接

近を示唆（雨貝ほか，2008） 
• 余震域の東縁付近に約 20 km にわたり地表変状および低角地震断層の断続的な分布が確認され

（地震調査研究推進本部 地震調査委員会，2008b；鈴木ほか，2008；丸山ほか，2009a，2011；
産業技術総合研究所，2009；遠田ほか，2010，2011），この分布と河川下刻量の変化帯が調和的

であることを把握（田力ほか，2009a） 
• 地表地震断層の約 2～3 km 西方に，断層モデル（国土地理院，2008；小沢ほか，2008）に一致す

る，震源断層に連続する西傾斜の山地境界断層を推定し，両方の断層の活動を示唆（東京大学地

震研究所ほか，2008a,b） 
• 約 5,000 年前以降の複数回の活動が把握され（鈴木ほか，2008），過去数万年間の平均変位速度の

上下成分は 0.1 m/千年未満と小さく，この低活動性が断層変位地形を不明瞭にする原因と推測（丸

山ほか，2009b） 
49 島根半島を横断する鹿島断層について，多数の断層変位地形や断層線の両端での分岐形態，25,000

年前以降の活動の可能性を明らかにし，これまでに長さ 8 km と認定されていた活断層および連

続するリニアメントは全長約 18 km の一括活動型活断層であると解釈（佐藤・中田，2002） 
50 青森県六ヶ所村周辺における海成段丘面の分布・形状および編年に加えて断層変位地形の詳細な

検討により，第四紀後期に約 20 m 程度以上の変位をもたらした延長 15 km の活断層の分布を確

認するとともに，この活断層が北方の大陸棚外縁断層に連続し，総延長 100 km に及ぶ可能性を

指摘（渡辺ほか，2008，2009） 
51 下北半島東方沖の大陸棚外縁断層は，日本海拡大時（2,500～1,500 万年前）に正断層として形成

され，約 12.5 万年前以降の下北半島における海岸段丘の連続的な数十 m の隆起および地震探査

断面に基づく断層変位地形の解釈から 100 km以上の連続性を有する活断層であると推測（池田，

2012） 
52 下北半島北西部に認められる傾動変化について海成段丘面の分布・形状および編年の結果から，

その変動地形が間欠的な地震性隆起運動によって形成されたと推測し，延長 40 km 以上に達する

海底活断層が存在する可能性を示唆（渡辺ほか，2012） 
＜地震・断層活動に伴う諸プロセス＞ 
53 2008 年岩手・宮城内陸地震（Mj7.2）の発生は，地震波低速度域に囲まれた領域で，低速度域内

の塑性変形により生じたひずみの集中に関連しているとされ（防災科学研究所，2009），2003 年

宮城県北部地震（Mj6.4）と同様に深部から供給された流体の関与も示唆（2008 年岩手・宮城内

陸地震緊急観測グループ・東北大学大学院理学研究科，2009） 
54 2004 年新潟県中越地震（Mj6.8）や 2007 年能登半島地震（Mj6.9）で生じた高角（傾斜 50°以上）
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逆断層での滑りの発生に高間隙流体圧の関与を明らかにし（Sibson, 2009），流体が法線応力を打

ち消すことにより滑りの条件が実現されることを示唆（Seno, 2009） 
55 大地震に伴う余震域などの地震発生帯ならびにその深部延長において，MT 法により間隙流体に

富む領域の存在を示唆する低比抵抗体の存在を発見（上嶋，2009） 
56 日本海東縁ひずみ集中帯の庄内平野東縁断層帯を事例として，反射法地震探査などから推定され

る断層の傾斜と調和的な東に傾斜する低比抵抗体の存在を明らかにし，1894 年庄内地震による断

層活動に伴い流体が連結した状態を表している可能性を示唆（Ichihara et al., 2011） 
57 近年，規模の大きな地震が発生した領域における断層周辺の地下水・温泉ガスなどの地球化学的

性状について検討を行い，希ガス同位体組成と断層の分布との間の相関性を確認（Umeda et al., 
2008；Umeda and Ninomiya, 2009；Umeda et al., 2011a） 

58 諏訪湖周辺から甲府盆地で観測される高いヘリウム同位体比は，マントル起源のヘリウムが地殻

を通り抜けて地下水や温泉ガスに混入したものと考えられることから，とくに横ずれ断層では活

断層がマントル起源物質を地表付近まで供給する有力なパスになることを示唆（Umeda et al., 
2011b） 

59 西南日本の中央構造線およびその近傍では，深部低周波地震の震源は地殻下部にあり，その直上

に熱水は湧出できないため，熱水は，上部地殻内の水みちとなる断層や構造線に沿って上昇して

いると推測（産業技術総合研究所，2012） 
情報の整理と第２次取りまとめの見解への反映などの検討 

○ 地震防災の観点などから実施された調査の結果に基づき，各種の活断層図のアップデートが図ら

れており（41），主要な 110 の活断層帯については，その位置や形状などが明らかにされている

（33）。しかしながら，活断層として認定されていない断層の存在や，活断層を見落としている

可能性が指摘されている（42,43）。 
○ 実際に，これまでに活断層が認識されていなかった地域において規模の大きな地震が発生してい

る（44～48）。このような内陸地殻内地震を対象として詳細な調査が実施された結果，震源断層

が必ずしも特定できていないものの，地表地震断層や活断層に関連する地下構造，過去の活動履

歴などが確認されている（46～48）。また，変動地形学的調査や既存の物理探査結果の再解釈な

どを通じて，活断層の分布あるいは分布の可能性を指摘している事例もある（49～52）。 
○ 以上の整理結果は，詳細なサイト調査を実施することにより，活断層やそれに関連する構造が新

たに確認あるいは推定される可能性を示している。言い換えれば，規模の大きな地震を引き起こ

す可能性がある未確認の活断層が存在する可能性を意味する。したがって，見解③に示された広

い沖積平野や海域に限らず，ほかの地域についても，活断層の有無や分布を確認するための地下

構造調査の実施が不可欠である。この点を踏まえ，サイト調査を実施する。 
○ また，第２次取りまとめ以降，地震・断層活動への間隙流体の関与や断層の分布と希ガス同位体

組成との相関関係などの知見が蓄積されている（53～59）。これらの知見は，断層や破砕帯の有

無や位置の検出に寄与するものであり，サイト調査段階における地下構造調査に有効に活用す

る。 

 

表 3-3 断層活動の影響範囲 

第２次取りまとめの見解 

④ 断層活動による地質環境への影響は，主に活断層破砕帯およびその周辺に限られる。活断層破砕

帯の幅は数 m から最大でも数百 m 程度であり，また，断層活動にともない，周辺岩盤中にずれ

変位が生じる可能性のある小断層などの分布範囲は，大きな活断層でも数 km 程度以内と考えら

れる。【分冊１：2.3.3 項「まとめ」】 
⑤ 断層活動による影響範囲は，活断層の大きさによって異なるため，個々の地域については，近傍

の活断層を詳細に調査し，その影響範囲を検討する必要がある。また，伏在活断層の有無や小規

模な活断層の分布などを調べることも重要である。【分冊１：2.3.3 項「まとめ」】 
第２次取りまとめ以降の公開文献情報 

＜断層活動による力学的影響＞ 
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60 跡津川断層（延長 69 km）および阿寺断層（延長 60 km）における断層破砕帯の構造や断層岩の

鉱物・化学的性状から，地下の高圧下におけるカタクレーサイトの形成→熱水変質を伴った断層

ガウジの形成→隆起および断続的な断層活動に伴う断層ガウジの発達および天水循環による変

質部の拡大という断層活動による岩盤の破断・破砕の進行履歴を把握（長友・吉田，2009；Niwa 
et al., 2009, 2011） 

61 断層破砕帯の幾何形状および構造は，断層面における位置（端部，中央部，隣接する断層へのス

テップ部），断層端部でのずれの形態，断層の成熟度によって強く規制され，そのほか，岩相，

岩盤の粘弾性，応力場なども規制要因（Kim et al., 2004） 
62 跡津川断層および臼木谷断層では，断層長さに比例してプロセスゾーン（断層周辺の母岩内で断

層形成にかかわった領域で，その外側の母岩に比べて節理や小断層，微小割れ目が数多く発達）

の幅が増大（金折，2001） 
63 跡津川断層では，主断層上で破砕帯分布密度が最も高く，幅 10 m 以上の破砕帯が分布するのに

対して，主断層から約 500 m 地点では破砕帯分布密度は 1/3～1/6 以下に急減し，幅 2 m 超の破砕

帯の分布は認められず，破砕帯は岩相境界や岩脈などの不連続面に沿った特定の場所で選択的に

形成（Niwa et al., 2011） 
64 阿寺断層系中北部において数百m間隔で並走する小和知断層および下呂断層の不連続部では，第

四系を変位させる多数の断層によって規制されたブロックや凹地が分布することから，横ずれデ

ュープレックス構造の形成と推測（安江・廣内，2002） 
65 阿寺断層では，断層活動に伴う物理的影響範囲は断層からおおよそ 200 m 程度，および断層運動

による影響範囲と考えられるダメージゾーン（地下水流動や物質移動に寄与する断層近傍の割れ

目帯や変質部）は従来のプロセスゾーンの見積り範囲と整合（吉田ほか，2009） 
66 牛首断層（延長 54 km）に付随するせん断帯は，その定向性および横ずれデュープレックスの形

態から左横ずれ運動によって後期白亜紀から古第三紀末までに形成されたと考えられ，断層ガウ

ジや断層角礫に加えて，より深部で形成されたと考えられるカタクレーサイトから成り，幅は 250
～600 m程度（大橋・小林，2008） 

67 山口市から出雲市に至る東北東－西南西に延びる山口－出雲地震帯（全長約 180 km）は，その約

70％に当たる 130 km が活断層および推定活断層に沿っており，地震学的プロセスゾーン（地震

帯）の幅は 2～6 kmで，地震帯の全長から見積もられた地質学的プロセスゾーンの幅とオーダー

で一致（金折・遠田，2007） 
68 断層のプロセスゾーンの幅 P と断層の長さ L との関係は一般的に P～10-2L の関係が成り立ち

（Scholz, 2002），応力集中に伴う非弾性変形が顕著な断層端部および応力変化が著しい断層間の

不連続部としてのステップ部ではその幅が大きくなる傾向（Sibson, 2003） 
＜断層活動による熱的・水理学的影響＞ 
69 阿寺断層では，現在の破砕帯内で現在の断層に沿って 2,000 万年前頃ないし第四紀以前に広い範

囲で 200℃には達しない加熱があったことを把握（山田ほか，2012） 
70 野島断層を貫くボーリングコアのESR 法による熱履歴調査から，断層破砕帯では大きな熱の影響

は確認できなかったものの，断層面近傍で断層活動時の熱の影響を確認（谷ほか，2001） 
71 野島断層の上盤側に認められる幅約 50 m の断層破砕帯は，初期の断層活動期に 150～280℃の熱

水変質による濁沸石化および摩擦熱による溶解を伴って形成（Boullier et al., 2004a） 
72 野島断層の上盤では，120 万年前以降の地震活動の繰り返しに伴い断層面から幅約 5.5 m にわた

り（とくに 1 m 以内では顕著に），カタクレーサイトおよび断層ガウジの水圧破砕（割れ目ネッ

トワークの形成）および現在の地下水と同様の水質を有する流体の上昇・循環（自形炭酸塩鉱物

による割れ目の充填）が発生し（Boullier et al., 2004b），その透水性は水みちの閉塞および間隙構

造の破壊により変化（Lin et al., 2007） 
73 台湾集集地震（1999 年 9 月 21 日，Mw7.6）の際に，車籠埔断層の黒色断層ガウジ帯（幅十数 cm）

では摩擦熱により 350℃以上の高温流体が発生し，その高温流体は低透水性の断層ガウジから外

部に拡散しなかったために，断層内の間隙水圧が上昇して大きな断層変位を引き起こしたと解釈

（Ishikawa et al.，2008） 
情報の整理と第２次取りまとめの見解への反映などの検討 

○ 既存の断層を事例とした詳細な構造地質学的調査などを通じて，断層活動による破砕帯の形成過
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程やその規制要因などが把握されている（60,61）。とくに大規模な活断層帯では，断層活動によ

る力学的影響は，プロセスゾーンあるいはダメージゾーンの幅に基づくと断層から数百m 程度で

あるものの，数 km にも及ぶ場合もある（62～67）。この影響範囲は断層の長さに比例して変化し，

一般的な関係式（68）によりオーダーで推定することが可能である。 
○ 一方，断層活動に伴う摩擦熱や熱水活動による熱的影響，および流体の発生や循環による水理学

的な影響についても，大規模な活断層帯を対象とした事例調査から，断層破砕帯内にとどまると

考えられる（69～73）。とくに断層破砕帯の透水性に関しては，水みちの形成や閉塞などにより

変化すると考えられる（72）。 
○ 以上のように，わが国における断層活動による地質環境の影響範囲については，見解④および⑤

に沿う事例が蓄積されている。 

 

表 3-4 地震による影響 

第２次取りまとめの見解 

⑥ 地下数百 m 以深では一般に地震動による影響は小さいと考えられる。【分冊１：2.3.3 項「まと

め」】 
⑦ 地震前後の地下水流動や水質の変化は，季節変化などの経時変化に比べて小さい。また仮に大き

な地震があったとしても，その変化は一時的であり，数カ月後にはもとの水位に戻ると思われる。

【分冊１：2.3.2 項「地震・断層が地質環境に及ぼす影響」】 
第２次取りまとめ以降の公開文献情報 

＜地下深部における地震動の影響＞ 
74 深度 250 m 以深（87 地点）の強震観測網（KiK-net）観測データ（防災科学技術研究所ホームペ

ージ）から，2011 年東北地方太平洋沖地震（Mw9.0）およびM7 以上の余震（3 月 11 日，4 月 7，
11 日），それ以前の M7 以上の地震において，深度 250 m 以深における地震加速度は深度に依存

せず同一地点の地表での観測値に対して 1/3～1/5 程度であることを確認（藤川ほか，2012） 
75 2011 年東北地方太平洋沖地震（Mw9.0）において，岩手県の久慈国家石油備蓄基地では，深度 100 m

以深の岩盤タンクは地震動による損傷無し（吉田・大藤，2012） 
＜地震に伴う地下水環境の変化＞ 
76 スマトラ地震（2004 年 12 月 26 日，Mw9.0）が発生した際，震央から約 5,000 km 以上も離れた関

東・東海・近畿地方において，地震時に最大 5 m 程度の地下水位の振動および地震後に数十 cm
程度の地下水位の変化を観測（Kitagawa et al., 2006） 

77 2011 年東北地方太平洋沖地震（Mw9.0）に伴い，数十 cm から最大約 30 mの地下水位の変化（香

川ほか，2012；菊川ほか，2012；Niwa et al.，2012；大野ほか，2012；露口ほか，2012）や，温泉

の湧出量や温度などの変化（堀川，2012；板寺ほか，2011；神奈川県温泉地学研究所，2011；大

塚ほか，2012；佐々木，2012）を広範囲で観測 
78 2011 年東北地方太平洋沖地震（Mw9.0）に伴う地下水位の変化は，関東・東海・近畿・四国地方

の多くの観測地点で地震発生後 1 年以内に解消したものの，2 地点では 1 年以上にわたり回復傾

向が継続した後，地震発生前よりも低い地下水位でほぼ安定しており，この広範囲にわたる地下

水の変化は地震による岩盤の広域的な体積ひずみ変化に起因すると解釈（産業技術総合研究所ホ

ームページ（地震に関連する地下水観測データベース“Well Web”）） 
79 岐阜県東濃地域では，2007 年能登半島沖地震（Mj6.7）の際に全水頭が最大 40 cm 上昇し，一部

の領域では約 5 カ月間継続，茨城県沖の地震（2008 年 5 月 8 日，Mj7.0）の際に約 4 カ月間にわ

たり全水頭が約 1 m 上昇し，その後緩やかに低下，駿河湾の地震（2009 年 8 月 11 日，Mj6.5）の

際に約 20 日間にわたり全水頭が数十 cm上昇し，一部の領域では最大 1.5 m低下（西尾ほか，2009；
竹内ほか，2010；國丸ほか，2011，2012） 

80 松代群発地震の初期に大きく変化した水質は元の状態に戻ることなく，1968 年頃から現在までほ

ぼ安定（奥澤・塚原，2001，2002） 
81 1995 年兵庫県南部地震（Mj7.2）に伴い，自噴量・深部被圧地下水の静水位および微細な水温変

化，自噴や地下水の温度，ガス成分の変化，化学成分の変化の順に伝達速度が遅くなる傾向を把
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握（西村，1999） 
82 2000 年鳥取県西部地震（Mj7.3）および 2001 年芸予地震（Mj6.7）では，近畿地方およびその周

辺地域において地震前の地下水位変化は観測されず，その発生に伴う地震波による短周期変動，

直後のステップ状変化，その後のなだらかな変動の 3 種類の地下水位変化（数十 cm 未満）が確

認され，地震直後のステップ状変化が体積ひずみ変化と良い相関を持つことを把握（小泉ほか，

2002；高橋ほか，2002） 
83 2003 年十勝沖地震（Mj8.0）では，北海道内において地震発生前に地下水の上昇が観測され（太

田ほか，2007；中山ほか，2011），関東・東海・近畿地方におけるスパイク状の地下水位の変化（10 cm
未満）および割石温泉における自噴量の増加は，地殻ひずみの影響に加えて地震動の影響による

ものと解釈（佐藤ほか，2004） 
84 2004 年新潟県中越地震（Mj6.8）では，明瞭な地表地震断層が出現していないものの，再活動し

たと考えられる既知の活断層およびその延長上の推定伏在断層などに沿って地下深部の高温ま

たは高塩分濃度の地下水が上昇し，地下の過剰流体圧・摩擦熱を解放した可能性を指摘（佐藤ほ

か，2005） 
85 2008 年岩手・宮城内陸地震（Mj7.2）では，地震前に震源直上やその近傍で 5℃程度の湯温上昇お

よび余震域南端における湯量増加が認められ，傾斜計およびGPS ではこれらの前兆を不検出であ

ったことから，地震前の微小なひずみ変化が割れ目間の連結を引き起こしたと解釈（大槻，2010）
86 地震時および地震後の地下水圧の変化について，地震に伴う地殻変動に関連た要因として，体積

ひずみ変化および静的垂直変化，地震動に関連た要因として，動的体積ひずみ変化，透水性の変

化や液状化が挙げられており，どの要因が卓越するかは，地震動・地殻変動の大きさ，地質構造，

地下水の被圧状態，帯水層の弾性的性質や水門パラメータ，水理学的境界条件に依存（小泉，2013）
87 福島県浜通りの地震（2011 年 4 月 11 日，Mj7.0）により，福島県いわき市周辺で生じた地下水位

の変化は，岩盤の体積ひずみ変化に起因すると考えられ（大槻，2012），いわき市内郷地区では，

2～6 L／秒程度の地下水の自噴が地震発生後 2 年以上にわたり継続（産業技術総合研究所ホーム

ページ（2011 年 4 月 11 日福島県浜通りの地震（M7.0）に伴う温泉の変化）） 
情報の整理と第２次取りまとめの見解への反映などの検討 

○ 全国規模での地震観測網の整備が進み，地表および地下深部における地震動に関する観測データ

の蓄積が図られている。2011 年東北地方太平洋沖地震のような規模の極めて大きな地震において

も，地震動は地表に比べて地下深部では小さく（74），その影響が既存の地下空洞などに損傷を

与えることはないことが示されている（75）。 
○ このように，見解⑥に沿う事例が蓄積されている。 
○ 国内で発生した地震に限らず，国外で発生した規模の大きな地震に伴っても地下水位の変化が観

測されている（76）。2011 年東北地方太平洋沖地震では，地下水の水位や水質は，わが国の広範

囲にわたり変化が観測されたものの（77），ほとんどの観測地点において 1 年以内に地震発生前

の状態に回復しており（78），このような変化は過去の観測事例と同様である（79）。一方，1 年

以上にわたり変化が継続した場合でも，地下水の水位や水質は，地震発生後の岩盤の新たな地質

学的・水理学的・力学的な条件に対して安定な状態まで回復すると考えられる（78,80）。 
○ 地震発生に伴う地下水位の変化は，水温や水質の変化に比べて応答が早く（81），地質学的・水

理学的な条件などにより異なるものの，地殻変動に伴う岩盤の体積ひずみ変化，地震動に伴う動

的な体積ひずみ変化，岩盤中の割れ目の連結や地震動による割れ目の目詰まりの除去（透水性の

向上）などの要因により引き起こされている（82～86）。また，岩盤の体積ひずみの緩和や割れ

目の閉塞などによって解消する事例も確認されている（72,78）。 
○ 一方，2011 年 4 月 11 日の福島県浜通りの地震に伴う地下水の自噴は，地震の発生から 2 年以上

にもわたり継続している（87）。このように，地震に伴う地下水の変化が，見解⑦に示された数

カ月を超えて継続する場合もある。この原因については継続的に検討が進められていることか

ら，引き続き最新の情報を収集する。 
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3.2 火山・火成活動 

表 3-5 過去の火山活動 

第２次取りまとめの見解 

① 中新世後期～鮮新世以降における日本列島の火山活動には偏在性が認められ，東日本火山帯と西

日本火山帯の範囲のみに限って活動が生じている。過去数十万年における火山活動の変化は，島

弧スケールでの火山フロントの顕著な移動としてではなく，むしろ火山地域や火山列スケールで

の活動域の拡大・縮小，移動などの変化としてとらえることができる。【分冊１：2.4.3 項「まと

め」】 
第２次取りまとめ以降の公開文献情報 

＜日本列島の第四紀火山データベースの更新＞ 
1 第四紀の新たな定義（約 258.8 万年前に開始）に基づき，第四紀に活動した火山岩体，および第

四紀に貫入・固結し，その後の隆起・侵食作用によって地表に露出した貫入岩体を採録した活火

山データベースを公開（産業技術総合研究所ホームページ） 
＜島弧・火山列スケールでの火山活動の時空間的変化＞ 
2 諸地質事象の発生・消長などの変化は，プレートシステムの変化に呼応して 100 万年～数百万年

をかけてゆっくりと生起することから，10 万年前，10 万年後それぞれのプレートシステムの運

動様式・配置，火山フロント分布・火山活動域，応力場，海陸分布などは，現在と同様と解釈（吉

田・高橋，2004） 
3 日本列島における火山フロントの分布は，プレートの沈み込みに由来して最近 500 万年間程度は

ほとんど変化せずに極めて安定であり，今後数百万年にわたって基本的に安定と推測（日本地質

学会 地質環境の長期安定性研究委員会，2011） 
4 東北日本では，高温二次対流の上昇域東端は太平洋プレートの沈み込みとともに徐々に後退して

おり，これは後期中新世以降の火山フロントの後退と調和的（Honda and Yoshida, 2005） 
5 東北日本の那須火山群から背弧側の沼沢火山にかけての会津地域は，長期的なマグマ噴出量率が

100～200 万年間隔で起きる一度の噴出量が 100 km3を超える巨大噴火により支配され，その活動

は 1,000 万年前まで遡ることが可能（Yamamoto, 2009；山元，2011） 
6 活動期間が比較的長い複成火山であっても，例えば，安達太良火山のように明らかな活動休止期

を挟んで新たな火山活動が繰り返されているという活動履歴を有する事例が大多数（産業技術総

合研究所，2012） 
7 東北日本の火山フロントの背弧域では，八甲田，仙岩，会津などのカルデラ火山群における巨大

カルデラの噴火の再来間隔は 100～数百万年程度（山元，2011） 
8 東北日本では，火山空白域の下部において，火山分布域の下部で認められる背弧側から火山フロ

ントの直下まで延びてくる低速度異常域が観察されないことから，火山の分布はマントルにおけ

る熱構造の不均一性（ホットフィンガーと呼ばれる幅～50 km，間隔～80 kmの指状高温領域）に

より制御されると解釈され（Tamura, 2003；Tamura et al., 2001, 2002, 2009），数百万年といった長

期にわたるマントルウェッジ内マントル対流の結果もたらされた安定性の高い現象と理解

（Honda et al., 2007） 
9 東北日本の火山フロントの背弧域では，飯豊山地のように第四紀火山から離れた地域の地下深部

にマグマが存在している事例を確認（Umeda et al., 2007a） 
10 東北日本南部の火山フロントの背弧域では約 30 万年前を境に火山の分布が変化し，それまでの

火山空白域において，約 11 万年前には下部地殻の再加熱に関連すると考えられる沼沢火山の新規

出現（Yamamoto，2007）や，約 12,000 年前には肘折火山の新規出現（宮城，2007）を把握 
11 西南日本では，山陰地域における火山の分布がまばらで火山フロントが不明瞭であるものの，大

局的には，火山活動域とそれ以外の領域とは明確に識別可能（日本地質学会 地質環境の長期安

定性研究委員会，2011） 
12 西南日本では，高いマグマ供給率および大きなローカル応力が成立する限界点が火山フロントで

あり，中期中新世以降，火山フロントが約 200 km も背弧側に後退した要因は，マグマ供給率の

低下およびテクトニック応力の増加と解釈（三浦・和田，2007） 
13 西南日本では，約 2,000 万年前以降のマントルウェッジ内に潜入してきたフィリピン海プレート
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の影響により火山活動域が変化してきたと考えられ，地殻浅部に到達する火山活動域は，フィリ

ピン海プレートの進行とともにアルカリ玄武岩およびそれに関連する火山・火成活動が抑制さ

れ，その結果として日本海側に限定されてきたと解釈（Kimura et al, 2003, 2005） 
14 西南日本では，南方の南海トラフからフィリピン海プレートが低角度で潜入することにより，日

本海溝から潜り込む太平洋プレート上部のマントルウェッジに期待される単純な熱構造パター

ンが阻害（Nakajima and Hasegawa, 2007a） 
＜火山体スケールでの火山活動の時空間的変化＞ 
15 複成火山では側火山が中心火道から分岐した放射状岩脈に由来するため，その範囲も限定（中

田・田中，2001） 
16 三宅島 2000 年噴火は，広域応力場によって北西－南東方向の亀裂が開き，三宅島直下のマグマ

だまりから 30 km 北西方向にマグマが貫入（酒井ほか，2001） 
17 火口移動は広域応力場と局所応力場との組み合わせで変化し，差応力的な場ではマグマの水平移

動が生じる可能性が高く，単成火山群の分布は，発達の極初期段階では広域応力場のみ，その後

の段階では広域応力場および岩脈の貫入により生じた局所応力場により支配（三浦ほか，2006）
18 マグマの水平移動に影響する要素として，マグマの化学組成（粘性），山体規模，応力場の性質

（広域または局所），地質構造の 4 項目が重要（土志田ほか，2006） 
情報の整理と第２次取りまとめの見解への反映などの検討 

○ 第四紀の新たな定義に基づき，わが国における第四紀火山に関するデータベースが更新されてい

る（1）。 
○ 日本列島周辺におけるプレートの配置や運動様式は，大局的には，100 万年オーダーの時間スケ

ールで緩慢に変化することから安定である（2）。このプレートの沈み込みに由来し，大局的には，

日本列島における火山フロントの分布も安定であると考えられる（3）。 
○ 島弧・火山列（数百～数十 km）スケールでは，東北日本における火山フロントは，後期中新世

以降，太平洋プレートの沈み込みとともに徐々に日本海側に移動する傾向にある（4）。火山活動

は火山フロントの背弧域に限定して繰り返し生じており（5～7），この背弧域は火山が集中する

火山活動域とそうではない火山空白域とに区分できる。火山活動域は，ホットフィンガーと呼ば

れる熱構造の不均一性により制御され安定であると考えられ，ホットフィンガーに対応するよう

に地下深部にマグマが存在している（8,9）。ただし，約 30 万年前以降は火山空白域においても火

山の新規出現が確認されている（10）。 
○ 同様に，島弧・火山列（数百～数十 km）スケールで見た場合，西南日本における火山フロント

は，明瞭ではないものの（11），中期中新世以降，背弧側に大きく移動したと考えられている（12）。
このような火山活動域の変動は，マントルウェッジ内へのフィリピン海プレートの潜入に関連

し，中国山地および日本海側の地域に限定されてきている（13,14）。 
○ 一方，火山体（数 km）スケールでは，日本列島における広域的な応力場および局所応力場の変

化による，マグマの移動などに伴う局所的な火山活動域の変動が生じている（15～18）。 
○ 以上のように，わが国における第四紀の火山活動については，見解①に沿う事例が蓄積されてい

る。 

 

表 3-6 将来の火山活動 

第２次取りまとめの見解 

② 十万年程度の将来については，火山地域・火山列スケールでの過去数十万年間の火山活動の時間

的・空間的変化に基づき，将来の活動域を評価する手法が有効である。また，その際には地質情

報からの外挿ばかりではなく，地殻応力場などのテクトニクスを考慮することや物理探査によっ

て地下のマグマの存在の有無などを確認することも重要である。【分冊１：2.4.3 項「まとめ」】

第２次取りまとめ以降の公開文献情報 

＜島弧・火山列スケールでの将来の火山活動評価＞ 
19 火山の時空分布特性評価のためには，約 200 万年前以降に活動した火山の評価を基本とし，沈み

込みの条件の継続性の観点から可能な限り古い時代までさかのぼった評価が重要（近藤，2004）
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20 太平洋プレートの沈み込みによる千島弧の現在の島弧型火成活動は，これまでの時空変化や現在

のプレート配置からみて今後 100 万年程度継続することはほぼ確実（産業技術総合研究所，2012）
21 太平洋プレートの沈み込みにより徐々に火山フロントが後退する傾向は，今後，少なくとも 100

万年程度は継続すると推測され，不確実性をもたらす高温アセノスフェアの貫入の兆候は，東北

日本弧を横断する現在の地震波トモグラフィーでは未確認（産業技術総合研究所，2012） 
22 山陰・北部九州地域では，フィリピン海プレートの潜入速度が大幅に変化しない場合，将来 100

万年スケールにおいて火山活動の発生は第四紀火山の分布域周辺（より背弧側）に限定（産業技

術総合研究所，2012） 
23 大分・宮崎周辺や鹿児島周辺などでは，GPS による測地学的データから互いに運動方向の異なる

複雑な動きが認められ（Nishimura and Hashimoto, 2006），琉球弧に衝突している九州－パラオ海嶺

が関係していると考えられる中部・南部九州における現在のテクトニクスの不安定性さが，将来

予測における大きな不確実性の要因（Chapman et al., 2009） 
＜マグマ供給系の時空間的変化＞ 
24 地震波速度構造や地震波減衰構造から，第四紀火山の活動に関連する下部地殻における部分溶融

域の存在やその空間分布が推定され（Tsumura et al., 2000；Nakajima et al., 2001；Nakajima and 
Hasegawa, 2007b），その温度構造はマントルからのマグマ供給に応じて時間変化（Annen et al., 
2006） 

25 MT 法探査や地震波トモグラフィーにより，富士山や鳴子火山下のマグマの存在を示唆する低比

抵抗体や低地震波速度体を確認（Aizawa et al., 2004；Nakajima and Hasegawa, 2003；Asamori et al., 
2010） 

26 マグマ供給系の長期安定性の視点から火山形成確率を求めた結果，日本列島には今後 10 万年間

以上の長期にわたって火山形成確率が極めて低い地域が存在し，火山フロントの前弧域は今後も

火成活動が生じる可能性が極めて小（高橋・Martin，2004） 
27 独立単成火山群では，単成火山の分布からその活動範囲を推定することは困難であり（高橋・

Martin，2004），火山フロントの背弧域における新たな成層火山の形成や，単成火山群の周辺地域

における単成火山の発生の可能性は今後の検討課題（原子力安全委員会，2002；総合資源エネル

ギー調査会 原子力安全・保安部会，2003） 
28 プレート運動の継続性，火山の時間的・空間的分布，火山活動に関連する地殻構造やその変動，

マントルウェッジ中の高温域の位置・拡がりなどを把握し，火成活動の時間的・空間的分布パタ

ーンとの対比に基づくマグマ供給系の持続性の評価を通じて，東北日本において火山が発生する

可能性が相対的に高い地域を抽出（Kondo, 2009a,b） 
情報の整理と第２次取りまとめの見解への反映などの検討 

○ わが国における島弧・火山列（数百～数十 km）スケールでの火山活動の場は，プレートの沈み

込みに由来して過去数百万年間大きく変化していない（2～4）。これは，地震・断層活動におい

て述べたように，将来の変動様式やその傾向を過去から現在に継続する変化の延長として類推す

る際の前提となる（19）。したがって，わが国における火山活動の場は，今後，少なくとも 100
万年程度は安定であると考えることができる（20～22）。ただし，中部・南部九州では，テクト

ニクスの不安定さに起因して，火山活動評価に関する将来予測の不確実性が残されている（23）。
○ また，地下深部には第四紀火山の活動に関連するマグマ供給系が確認されており（24,25），その

長期安定性の観点からも，現在認められる火山活動の偏在性は今後 10 万年以上にわたって継続

すると考えられる。したがって，火山フロントの前弧域では，今後も火山活動が発生する可能性

は極めて小さいと考えられる（26）。一方，火山フロントの背弧域における新たな火山の発生可

能性の評価については，不確実性が残されているものの（27），火山および地形・地質構造，深

部熱源・地震波速度構造，プレート運動の関連性などを詳細に検討することにより，対応可能で

あると考えられる（28）。 
○ 以上のように，わが国における今後 10 万年程度の火山活動については，見解②に沿う事例が蓄

積されている。 
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表 3-7 熱・熱水の影響 

第２次取りまとめの見解 

③ 火山の地下に存在する熱源（マグマ溜まりなど）によって，火山周辺には熱的，水理学的，地球

化学的影響などが認められる場合がある。これらの影響は一般に火山の噴出中心から離れるにし

たがって小さくなる傾向があるが，その程度は火山によって異なる。これらの原因として熱源の

大きさや深度，基盤の地質構造の違いが考えられる。また，化学的な影響を支配する主な要因と

して，火山から放出される熱エネルギーがあげられる。【分冊１：2.4.3 項「まとめ」】 
第２次取りまとめ以降の公開文献情報 

＜火山・火成活動に伴う熱的な影響＞ 
29 孔井や温泉などから得られる地温分布や地下水（熱水）の地球化学的な性質に関する情報を地温

勾配図や日本の熱水系アトラスなどに収録（田中ほか，2004；村岡ほか，2007） 
30 火山フロントの背弧域で熱流束が高く（＞0.2 Wm-2），前弧域では低い（0.05 Wm-2程度）傾向は，

山野ほか（1997）による地殻熱流量（伝導熱流速）の分布と大局的には整合（坂川ほか，2005）
31 高地温勾配（＞100℃/km）地域は活火山の分布と極めて整合的で，地熱活動は火山活動と密接に

関連していることから，火山フロントの背弧域における多数の熱水変質帯や鉱床の分布は，地熱

活動も火山活動と同様に過去から現在にわたり偏在する地質現象であることを示唆（日本地質学

会 地質環境の長期安定性研究委員会，2011） 
32 北海道における新生代の火成活動，およびそれを背景とする熱水活動および鉱化作用は，テクト

ニクスと密接な関連性を持って変遷しており，現在のテクトニクスが変わらない限り，火山活動

および熱水活動が活発な地域が将来ともに大きく移動しないことを示唆（八幡，2002） 
33 熱源としてのマグマ定置後，地殻上部に地熱系が発達するためには少なくとも 1 万年のオーダー

が必要であり（Garg and Kassoy, 1981），活動が比較的新しい活火山では，現在は顕著な地熱系が

未発達であるものの，今後は周辺に地熱系が発達する可能性あり（産業技術総合研究所，2012）
＜火山・火成活動に伴う水理学的・地球化学的な影響＞ 
34 岩手山西側の活動中心から 4.5～10 kmの範囲では，深度約 1,000 m の地下水圧・水位の変化や水

質の大きな変動は確認されず，火道から水平方向に 5 km 以上離れた深部の地下水環境は浅層よ

り安定（馬原ほか，2000） 
35 He 同位体比（マグマ起源の 3He の供給量）の変動は火山の活動性を鋭敏に反映しており，岩手山

の活動の中心から 10 km ほど東側（海溝側）で He 同位体比が著しく小さくなることは，この地

域の地下深部ではマグマ活動の影響が非常に小さいと解釈（馬原ほか，2000） 
36 地下水系に対するマグマ分離成分の寄与は，成層火山の構造に影響を受けた浅層の地下水系およ

び火山体に達する断層系を経路とする地下水系に強く認められ，その範囲は火山中心から 10 km
圏外に到達（産業技術総合研究所，2012） 

37 巨大カルデラ火山の地下水系への影響に関する事例研究では，カルデラから 50 km 遠方域の地下

水にまでマグマ分離成分の影響が及ぶものの，その影響を被る区域は新第三系基盤岩の地下構造

により規制（産業技術総合研究所，2012） 
38 巨大カルデラ火山では，マグマの蓄積による地殻の変形，マグマの貫入による地殻の加熱，噴出

物による地表の被覆と加熱，カルデラ陥没による地殻の破壊が周囲の地下水環境に影響を及ぼす

可能性大（産業技術総合研究所，2012） 
＜非火山地域における熱水活動＞ 
39 常磐地域，能登半島，新潟平野，紀伊半島などの非火山地帯において高温泉の湧出地域が存在（田

中ほか，2004） 
40 第四紀火山から数十 km 以上離れた非火山地域において存在する 50℃/km 以上の高温域は，地熱

活動が最近になって新規に生じたということではなく，その地域に長期にわたって継続する地質

現象と解釈（Matsumoto et al., 2003；Umeda et al., 2009；日本地質学会 地質環境の長期安定性研究

委員会，2011） 
41 高密度で温泉（40～50℃）が分布する青森県上北平野（高橋ほか，2001）では，先新第三系基盤

岩類の熱流量を熱源として新第三系における熱水対流系が発生していると解釈でき，仙台平野と

同様の深部熱源を示唆する P 波速度の減衰域（深度 10 km）が認められることから，それが深部
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熱源として先第三系基盤岩類の地殻熱流量を大きくしている可能性あり（玉生，2008） 
42 常磐地域の非火山性熱水活動（湯本温泉から湧出する 60℃の高温泉など）は，地殻熱流量による

加熱機構で生成するとの説明可能（高橋ほか，2004） 
43 能登半島の非火山性熱水活動は，基盤岩に由来する崩壊熱によって温められた流体が活構造帯に

規制され，局所的に上昇したものと解釈（Umeda et al., 2009） 
44 新潟平野の非火山性熱水活動は，石油・天然ガス地帯における異常高圧を持つ熱水として説明が

可能であり，新第三紀堆積盆には厚い泥岩層がキャップロックとして広く分布（大木ほか，1999）
45 紀伊半島の非火山性熱水活動は，フィリピン海スラブから脱水した高温流体が関与しているもの

と解釈（Umeda et al., 2006, 2007b,c） 
46 紀伊半島の低温（200℃程度）の非火山性熱水活動は，フィリピン海プレートが沈み込みを開始

した 600 万年前頃に開始した可能性が考えられ，ネオテクトニクスの枠組みで生じている長期的

な現象であることを示唆（Umeda et al., 2007d；花室ほか，2008） 
47 有馬型を含む紀伊半島の温泉や四国北部の温泉の成因は前弧火成活動・沈み込みのフィリピン海

プレートの脱水と関連があり，高温の深部熱水が深部の断層・亀裂に支配されて地上にもたらさ

れたと解釈（西村，2000a,b,c） 
48 西南日本において，中央構造線，有馬－高槻構造線，およびそれらの近傍に存在する深層地下水

には有馬型深部熱水が寄与しており，このような深部流体の上昇域は，フィリピン海プレートの

沈み込みに関連するスラブの脱水により生じた熱水活動によると推測される深部低周波微動や，

それに関連した深部低周波地震の分布域と強く関連（産業総合技術研究所，2012） 
49 西南日本の前弧域の下部地殻とプレートとの境界付近において観測されている多くの低周波微

動の発生は，沈み込むスラブの脱水によって生じた高温高圧の超臨界流体が地殻に上昇していく

過程において引き起こされたものと解釈（Obara, 2002；Katsumata and Kamaya，2003） 
50 大分平野の地下に貯留される深層熱水の中から，有馬型熱水と共通する化学・同位体組成を有す

る熱水が発見され，大分平野の南端は中央構造線の延長である大分－熊本構造線が通っているこ

とから，有馬型熱水の湧出地点と断層との関係性を確認（網田ほか，2005） 
51 非火山性熱水は，非火山性天水型（地球深部からの熱伝導による天水の温度上昇），非火山性海

水型（地球深部からの熱伝導による海水起源地下水の温度上昇），非火山性長期停滞水型（地球

深部からの熱伝導による停滞水の水－岩石反応），非火山性深部熱水型（スラブからの脱水と地

表への流動および水－岩石反応），断層運動誘起型（断層運動に伴う地表への移行経路の形成に

よる断層周辺深部熱水の地表への流動）に分類（原子力安全基盤機構，2007） 
情報の整理と第２次取りまとめの見解への反映などの検討 

○ わが国における地熱（熱水）活動に関する情報は全国規模でデータベース化されている（29）。
地熱活動は火山活動と密接に関連する現象であり，その活動域は火山活動と同様の偏在性を有す

る（30～32）。したがって，現在の地熱活動域は，現在のテクトニクスが維持される限りは大き

く変わらないと考えられるものの（32），地熱活動が未発達の新しい火山においては，今後それ

が発達する可能性が指摘されている（33）。 
○ 一方，マグマや高温岩体などの地下水環境への影響については，火山の中心から離れるほど小さ

くなる傾向が認められるものの（34,35），数十 kmまで及ぶ事例も認められる（36,37）。とくに巨

大カルデラ火山の場合は，その活動が地下水環境に及ぼす影響は大きいと考えられる（37,38）。
○ 以上のように，火山活動の影響範囲は火山ごとに異なるものの，火山から遠方では小さくなる傾

向が認められることから，見解③に沿う事例が蓄積されている。 
○ 第２次取りまとめ以降，常磐地域，能登半島，新潟平野，紀伊半島および四国北部の中央構造線

沿いなど，非火山地域における熱水活動に関する公開文献情報が蓄積されている（39～50）。こ

の熱水活動には，地殻熱流量，基盤岩に由来する放射性元素の崩壊熱，スラブから脱水した高温

流体，断層周辺の深部熱水などが関与しており，マグマが関与する可能性がないことが示されて

いる（51）。このような熱水は，高濃度のCl やCO2を含んでおり，地層処分システムにおける緩

衝材の化学的な安定性などに影響を及ぼすことが想定される。したがって，非火山地域における

熱水活動について，引き続き情報収集を継続し，その結果をサイト調査計画に反映していく。 
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3.3 隆起・沈降・侵食 

表 3-8 隆起・沈降の特徴 

第２次取りまとめの見解 

① 隆起・沈降運動は地域ごとにある一定の傾向と速度で数十万年間継続している場合が多い。十万

年あたり 100 m を越える大きな隆起速度は，主として褶曲断層山脈と逆断層地塊からなる山地や

地震隆起をする海岸で認められ，最大で十万年あたり数百 m に達する地域もごく一部で存在す

る。一方，ほかの多くの地域の隆起・沈降運動の速さは，十万年あたり 50 m 程度かそれ未満で

あることが多い。【分冊１：2.5.3 項「まとめ」】 
第２次取りまとめ以降の公開文献情報 

＜わが国における隆起・沈降の特徴＞ 
1 日本全国の海成段丘を網羅的に記載し，第四紀構造盆地の沈降の検討と合わせて，過去数十万年

間の隆起・沈降速度分布を「日本の海成段丘アトラス」に取りまとめ，過去数十万年間にわたる

隆起の定高的累積性を示唆（小池・町田，2001） 
2 「最近約 10 万年間の隆起速度の分布図」を編纂し，中部山岳地帯に加えて，プレート収束帯の

縁辺部に位置する東北日本の日本海東縁，房総・三浦半島，西南日本の太平洋側にある地震性地

殻変動区などでは隆起速度が大きいものの，最近 10 万年間の隆起総量が 300 m を超えない地域

がわが国にも広く分布することを提示（藤原ほか，2004；日本地質学会 地質環境の長期安定性

研究委員会，2011） 
＜内陸河川流域・沿岸域における隆起・沈降＞ 
3 幌延地域西部においてサロベツ背斜周辺に分布する海成段丘面の形成ステージを再対比すると

ともに，海成段丘面の形成時期を推定し，現在の標高およびユースタティックな海水準変動を考

慮して約 0.3 m/千年の隆起速度と算定（太田ほか，2007） 
4 宮城県川崎盆地を事例として，層位学的問題点を踏まえて既往の段丘編年の見直しを行い，過去

10 万年程度の隆起量を従来の約半分の 27 m と推定（幡谷，2005；幡谷ほか，2005） 
5 仙台市西部の愛子断層周辺において，過去 10 万年程度（MIS6～MIS2 間）の隆起量はTT 値を反

映し約 20 m と推定され，隆起速度は約 0.2 mm/年と算出（幡谷，2006） 
6 那珂川の河口から約 100 km に位置する関谷断層の東（下流）側では，過去 10 万年間に 10 m 程

度の沈降が生じ，西方へ約 1/1000 の傾斜で傾動（幡谷，2006；Hataya et al., 2009） 
7 関東平野中央部では 50 万年前に沈降から隆起へ転じ，過去 15 万年間の隆起速度は 0～0.04 mm/

年と推定（Tajikara, 2000） 
8 関東平野北西断層帯の綾瀬川断層上盤側の下盤側に対する相対的隆起速度は，背斜状変形帯中心

の最も隆起の大きい場所で約 0.12～0.14 mm/年，南西方へ離れた背斜状変形帯の外側で約 0.08～
0.09 mm/年と算出（木村ほか，2012） 

9 利根川支流の鏑川流域および庄内川支流の土岐川流域を事例とした TT 法による隆起量調査か

ら，鏑川流域で 0.2～0.4 m/千年および土岐川流域で 0.1～0.2 m/千年の隆起速度を推定（田力ほか，

2008，2009b，2011） 
10 利根川支流の鏑川流域および庄内川支流の土岐川流域において，総合的な段丘対比・編年によっ

てTT 法が成立するための前提の確からしさを実証することにより，過去 10 万年程度の隆起量を

それぞれ 28～39 m および 13～19 mと推定（安江ほか，2011b） 
11 荒川流域の影森面および大野原面を対象に，埋没谷底および現河床の縦断形や周期的な地形発達

などから，荒川流域の隆起量を 0.1～0.3 m/千年と推定（吉永・宮寺，1986） 
12 TT 法および BB 法による長期的な隆起速度は，相模川津久井湖付近で約 0.25 m/千年，鏑川吉田

付近で 0.25～0.35 m/千年，荒川秩父盆地付近で 0.4 m/千年，信濃川津南付近で 0.6 m/千年と推定

（高木ほか，2000） 
13 加子母川流域において，阿寺断層の変位に伴い形成された河成段丘面の上下平均変位速度は

0.04 m/千年と推定（道家ほか，2008） 
14 堆積物中の珪藻分析および硫黄分析により，神戸西部の玉津は 0.11～0.25 mm/年，垂水は 0.3～

0.5 mm/年の速度で隆起していると算出（Sato et al., 2001） 
15 朝日山地西縁地域は海成段丘の発達する隆起域であり，その隆起速度は MIS5e から現在までは
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0.5 m/千年，完新世では 1.3 m/千年と算出され，見かけ上，隆起速度が加速していると認定（伊倉・

太田，2003） 
16 琵琶湖西岸地域の上寺断層の活動によって発達する河成段丘の分類，対比および編年に基づく

と，隆起速度は全ての段丘面で 0.6～1.2 mm/年の範囲にあることから，断層の上盤側の地形面は

14 万年前から 2.5 万年前にかけてほぼ一定の速度で隆起してきたと解釈（垣内ほか，2010） 
17 海成段丘を指標として得られた過去 12.5 万年間の隆起・沈降は，九州北部で 3.1～31.6 m 沈降，

別府・島原地溝帯で 63.1～88.5 m沈降，別府・島原地溝帯南縁で 63.1～88.5 m 隆起，火山フロン

ト西縁で 52.3 m 隆起，南部九州で 95.8～107.0 m隆起（下山ほか，1999） 
18 濃尾平野は養老断層系を主体とする構造運動により，約 90 万年前以降，西傾斜で最大 1.1 m/千年

で沈降（傾動）しており（須貝・杉山，1999），約 2,000 年前以降では，745 年天平地震および 1586
年天正地震に対比される地震性沈降を確認（丹羽ほか，2009） 

＜丘陵・山地・山脈における隆起・沈降＞ 
19 雄物川の現河床および M1 面形成時の河床が平行な縦断形を持っていたと仮定し，現河床および

河成段丘面の高度の比高から算出した第四紀後期における隆起速度は，出羽丘陵で最大 0.5 mm/
年，横手盆地西縁で 0.1 mm/年（副田・宮内，2007） 

20 魚沼丘陵は東縁の六日町断層，西縁の十日町断層，丘陵北部の諏訪峠撓曲によって隆起しており，

段丘面の標高差から隆起速度は北部で 0.8～1.3 m/千年，南部で 1.3～2.0 m/千年と算出（金，2004）
21 中越地方において，各段丘の標高分布や活断層の両側での分布の差異などの特徴を記載し，過去

10 万年程度の六日町盆地と魚沼丘陵との間の相対的な隆起・沈降量の差から，東山背斜～山本山

付近の第四紀後期の隆起量を約 100 m/10 万年と算出（幡谷・濱田，2009；濱田，2012） 
22 神奈川県山北町の浅間山は日向断層の活動によって隆起していると推測され，その平均隆起速度

は，酒匂川の旧河床および現河床の比高ならびに旧河床の離水年代から1.5～1.7 m/千年と算出（萬

年ほか，2005） 
23 関東山地北東部において，TT 値の南西（山地）側への増加傾向が山地の高度分布と調和的であ

ることは，関東山地の曲隆を示唆し，隆起速度は荒川の上流部で 0.88 mm/年と推定（田力，2000；
Tajikara, 2000） 

24 熊野川流域において，環流旧河谷の旧河床堆積物および隣接する穿入蛇行河川沿いの河成段丘堆

積物のそれぞれの離水時期およびそれらの比高から，紀伊山地の隆起速度を 0.23～0.41 m/千年程

度と推定（浅森ほか，2012） 
25 那賀川上流部における河成段丘の形成年代およびその比高から，四国山地東部における第四紀後

期の平均隆起速度は 0.45 mm/年以上であり，最大 0.9～1.0 mm/年に達すると推定（植木，2008）
26 赤石山脈におけるジルコン He 年代値の若返りは，鮮新世以降の隆起・削剥による岩体の上昇・

冷却に起因している可能性が高く，現在認められる地形的特徴は山脈形成後の隆起・削剥の結果

形成された二次的なものであることから，赤石山脈の真の隆起量が現在の山頂～盆地間の比高よ

りも数 km 大きい可能性を示唆（末岡ほか，2011） 
27 熱年代学的な冷却曲線と熱伝導冷却モデルの比較から，滝谷花崗閃緑岩が固結を開始した約 150

万年以前には多量の熱供給，以後には強制的な冷却効果が推定され，この効果は，飛騨山脈にお

いて更新世中期以降に継続する急激な隆起運動が原因であると考察（原山，1994） 
28 飛騨山脈に分布する滝谷花崗閃緑岩の隆起速度は，地質温度圧力計から 5.1～5.9 mm/年と推定

（Bando et al., 2003） 
29 飛騨山脈では，約 250～150 万年前に高温マグマの上昇に伴う脆性破壊領域（地殻上部）の薄化

により，約 80 万年前以降の東西圧縮応力場の下で，逆断層の形成および座屈変形による東方へ

の傾動・隆起が引き起こされたと解釈（原山ほか，2003；及川，2003） 
30 居谷里層に含まれる花崗岩礫が黒部川花崗岩起源のものと同定し，既報の年代値から黒部川花崗

岩は 150～100 万年前以降に 3～6 km隆起したものと推定（及川・和田，2004） 
＜隆起・沈降のプロセス＞ 
31 サロベツ原野では，6,200 年前以降に原野域が丘陵部に対して相対的に沈降し（最大 1.5 mm/年），

1 万年～6 千年前にはサロベツ原野中央～沿岸部が原野東部に対し相対的に沈降していた可能性

があり（最大 5 mm/年），これは伏在断層の活動や褶曲変形が原因と解釈（酒井ほか，2011） 
32 北海道東部太平洋岸では，過去 3,000 年程度の期間に地震性の海岸隆起による海水準低下が 3 回
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発生しており，その隆起量は 0.5～2.0 mと推定（澤井，2007） 
33 三陸海岸における約 85 万年前からの見かけ上定高的な隆起（0.3 mm/年程度）の継続に対して，

験潮記録および水準測量の結果に基づく過去数十年間の沈降（2～10 mm/年程度）および 2011 年

東北地方太平洋沖地震に伴う沈降から，周期的な地震性の隆起・沈降の発生を推測（宮内，2012）
34 房総半島九十九里浜平野において確認された急激な海面低下（40～120 cm/300 年以下）は，ユー

スタティックな変動および堆積物供給量の変動に由来するものではないことや，当該地域が隆起

帯に位置付けられることから，地震性隆起によるものと解釈（増田ほか，2001） 
35 房総半島夷隅川低地において，完新統のボーリングコアの堆積相解析や年代測定，東京湾の相対

的海水準曲線との比較から，9,000 年前，6,400 年前および 3,500 年前に 2～4 m の地震性隆起が生

じており，隆起地震の再来間隔は 2,600～3,500 年程度になることを推定（Sakai et al., 2004） 
36 御前崎周辺の海成段丘の高度および離水年代から，後期更新世の高海面期に形成された段丘では

0.8 m/千年，完新世の地震性隆起によって形成された段丘では 0.4 m/千年の隆起速度が見積もら

れ，この差異は地震間に 7.8 mm/年の非地震性の沈降が生じたためと解釈（吾妻ほか，2005） 
情報の整理と第２次取りまとめの見解への反映などの検討 

○ 海成段丘および河成段丘の対比・編年や，河成段丘面の比高から隆起速度を算定する手法の信頼

性の向上により，過去数十万年間の隆起・沈降に関するデータが全国規模で蓄積され，隆起速度

分布図などが公開されている（1,2）。それによると，最近 10 万年間の隆起総量が 300 m を超えな

い地域がわが国にも広く分布する。 
○ 内陸河川流域および沿岸域について見ると，多くの地域において 10 万年あたり 50 m 以下の隆起

速度であるものの（3～14），過去 10 万年間の隆起量が 100 m を超える地域（15～17），あるいは

沈降が継続している地域（17,18）もある。一方，丘陵・山地・山脈では，内陸河川流域および沿

岸域に比べて大きな隆起が生じている傾向があり（19～30），北アルプスなどの一部地域では，

過去 10 万年間の隆起量が数百mにも達すると推定される（26,28～30）。 
○ 隆起・沈降の変動プロセスは地域のテクトニクスを反映して多様である。日本海東縁変動帯では

褶曲・撓曲および断層活動に伴う隆起（20,21,31），内陸部では山地・山脈の縁辺に発達する逆断

層の活動に伴う傾動（6,18,29），太平洋沿岸部では間欠的な地震性隆起（32～35）や規模の大き

な地震と地震との間に生じる非地震性沈降（36）などが生じている。 
○ 以上のように，第２次取りまとめ以降，内陸河川流域を中心として，全国各地において取得され

た隆起・沈降の傾向や速度などに関する情報は，見解①で示された全国規模の隆起・沈降速度の

概略的な分布と整合する。 

 

表 3-9 隆起・沈降の継続性および将来予測 

第２次取りまとめの見解 

② このような変動の地域性は各地のテクトニクスを反映したものと考えられ，その傾向は将来十万

年程度の期間については大きくは変わらないものと推察される。【分冊１：2.5.3 項「まとめ」】 
第２次取りまとめ以降の公開文献情報 

＜隆起・沈降の継続性および将来予測＞ 
37 諸地質事象の発生・消長などの変化は，プレートシステムの変化に呼応して 100 万年～数百万年

をかけてゆっくりと生起することから，10 万年前，10 万年後それぞれのプレートシステムの運

動様式・配置，火山フロント分布・火山活動域，応力場，海陸分布などは現在と同様と解釈（吉

田・高橋，2004） 
38 日本で最も激しい地殻変動域となっている伊豆半島周辺でも，伊豆地塊の衝突後の広域応力場や

地殻変動の場の変化は数十万年の時間スケールで発生しており，10 万年間で広域応力場の急速な

変化が起きて新たな地殻変動が急に発生すると考えることは極めて困難（山崎，2004） 
39 山地地形モデルの関係式（Ohmori, 1978）を再検討し，各山地について，隆起・侵食の動的平衡

状態への到達度を示すとともに，隆起開始時期（隆起速度が一定になった時期）を推定（浅森ほ

か，2012；梅田ほか，2013） 
• 養老／六甲山地（近畿三角帯）などでは，隆起速度が侵食速度を大きく上回る傾向 



 

23 

• 関東山地や中国山地などでは，隆起・侵食が平衡状態に近い状態 
• 越後山脈や両白山地などでは，侵食速度が隆起速度を上回る傾向 
• 隆起速度の小さい三河高原は隆起・侵食の平衡状態に達しておらず，凹形度の大きさは稜線部の

下刻されやすい状態を反映 
• 隆起速度の大きい飛騨山脈は隆起・侵食の平衡状態に近く，凹形度が大きさは下刻の影響を反映

• 北海道東部，北上／阿武隈高原，中国山地などは鮮新世から第四紀初頭に現在の隆起速度に到達

• 日本海東縁変動帯から新潟－神戸歪集中帯および伊豆半島の周辺は約 80 万年前以降に隆起速度

が一定 
40 土岐川中・上流域および木曽川中流域に分布する鮮新世以降の堆積物に記録されている，供給地

に関する情報とその堆積時期から，山地の隆起開始時期を推定（安江ほか，2011a） 
• 阿寺断層より北東側の山地は，420 万年前頃には隆起を開始 
• 屏風山断層の南西側の山地は，約 270 万年前以降のある時期に隆起を開始 
• 恵那山断層の南側の山地は，270 万年前頃には隆起を開始 

41 幌延地域における隆起・沈降は，北海道北部地域における褶曲・衝上断層帯の地質構造を反映し

た地殻水平ひずみ速度の分布と調和的であり，ひずみ速度の高い東部では 130～70 万年前に沈降

から隆起に転じ，ひずみ速度の低い西部では過去 200 万年程度継続した沈降が隆起に変化する傾

向にあることから，その隆起傾向は平衡状態に達するまで継続すると推測（太田ほか，2007；Niizato 
et al., 2010；Amano et al., 2011） 

42 東北日本では，過去 15 万年間の地殻変動パターンが 100～数百万年間継続することにより現在の

地形が形成され，その形成プロセスには，測地学的時間スケールでの周期的な地殻変動が寄与し

ていない可能性を指摘（田力・池田，2005） 
43 時系列解析モデルによる予測では，時系列データに基づき，過去から現在までの期間Ｎに成立し

ていた定常的な関係性が将来 0.1～0.2Ｎ程度の期間は継続する確率が高いと考えられることか

ら，中期更新世以降に一定になった地殻変動の方向および速度は将来 10 万年程度であれば継続

する可能性大（梅田ほか，2013） 
44 1996 年以降のGPS 連続観測結果の時系列への直線近似から，現在，北海道東部，東北太平洋岸，

中部山岳地帯，新潟－神戸歪集中帯，阿蘇カルデラ周辺などで沈降，北海道～東北日本海側，紀

伊半島，四国北部などで隆起の傾向を把握（村上・小沢，2004） 
45 北海道東部の太平洋岸において，測地学的時間スケールでは沈降が継続するものの，400～500 年

に一度（最近は約 350 年前）の連動型地震（Nanayama et al., 2003）の後に数十年スケールで生じ

た，地震発生帯より深部の非地震性すべりによる隆起が生じているために，地質学的時間スケー

ルでは隆起の傾向を示すと解釈（Sawai et al., 2004；澤井，2007） 
46 東北日本の太平洋岸において，測地学的時間スケールでの地殻変動（最大 10 mm/年の沈降）およ

び第四紀後期の地質学的時間スケールでの地殻変動（0.3 mm/年未満の隆起）の不一致は，現在の

地殻変動の大部分が弾性変形であり，プレート境界の固着部分がすべることで解消されることを

示唆（池田安隆ほか，2012） 
47 東北日本において，測地学的に計測された地殻変動と地学的に求められた地殻変動の矛盾は，2011

年東北地方太平洋沖地震のような巨大地震が発生しても，とくに上下変動は解消されていないこ

とから，観測中の余効変動がぞの矛盾を解決する鍵になると期待（西村，2012） 
48 地殻変動は弾性変形と非弾性変形成分の合計であり，将来予測の信頼性を向上させるためには，

それぞれの変形プロセスや時間スケールに応じた両プロセスの寄与の大きさなどを明らかにす

ることが重要（梅田ほか，2013） 
情報の整理と第２次取りまとめの見解への反映などの検討 

○ 「地震・断層活動」において述べたように，わが国における地殻変動の様式は，プレート運動が

支配する地殻応力場に対応して大局的には安定であることから（37,38），地殻変動に支配される

隆起・沈降やそれに伴う侵食は，広域的で変化が遅く，継続性のある現象であると考えられる。

○ 山地・山脈では，地域のテクトニクスを反映して隆起速度が異なるものの，その違いに応じて異

なる隆起・侵食プロセスを経て，動的平衡状態に向かっている可能性が考えられる（39）。また，

山地発達モデルに基づけば，各山地・山脈において隆起速度が一定となった（一様継続性が成立

した）時期には違いがあるものの，遅くとも 100～数十万年前以降であると推定される（39,40）。
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この時期は，北海道北部の日本海側や関東平野などにおいて隆起・沈降の運動方向が変化し，現

在と同様の変動が開始したという地形・地質学的なデータに基づく解釈（7,41,42）とも整合する。

○ したがって，わが国における隆起・沈降の傾向および速度は，中期更新世以降，一様に継続して

きており，将来 10 万年程度も継続する可能性が大きいと考えられる（43）。この将来予測の信頼

性をさらに向上させるためには，近年，精度良く把握されつつある短期的な変動（44）およびそ

の変動を引き起こすプロセスと，長期にわたる地殻変動との関係（33,42,45～47）を把握するこ

とが重要であると考えられる（48）。 
○ 以上のように，わが国における隆起・沈降の継続性および将来予測については，見解②に沿う事

例が蓄積されている。 

 

表 3-10 侵食の特徴および将来予測 

第２次取りまとめの見解 

③ 山地の中心部では侵食速度が年間 1 mm を越えるところも多いが，丘陵や平野の大部分では年間

0.5 mm以下である。なお，河川においては，氷期－間氷期の気候変動サイクルに対応して，河床

の侵食と埋積を繰り返しつつ，次第に谷底が下刻されていく。過去数十万年間の平均的な下刻の

速度は河川ごとにほぼ一定で，その地域の隆起速度を反映している。【分冊１：要約「安定な地

質環境の存在」】 
④ 十万年あたり数百mに達するような大規模な侵食は，隆起が激しい山地中心部や地震隆起海岸に

限られることが示唆された。このような場所を除けば，十万年間に侵食される深さは数十m～百

m 程度と推定される。海岸部の最大下刻量は，隆起と氷期の海面低下量を合計して評価する必要

があるが，それでも多くの場合，十万年で 200 m 未満と考えられる。【分冊１：2.5.3 項「まとめ」】

第２次取りまとめ以降の公開文献情報 

＜山地・丘陵における侵食＞ 
49 幌延地域における侵食速度は，地表温度や古地温勾配，シリカ鉱物の相転換温度などのデータに

基づき，隆起量の大きい背斜軸部で約 0.66～1.79 mm/年以上，隆起量の小さい翼部で約 0.21～
0.86 mm/年以上と推定され，これらの値は小池・町田（2001）による隆起速度（0.27～0.55 mm/
年）と整合（太田ほか，2007） 

50 幌延地域において，後氷期斜面，平滑斜面および沖積域の谷底平野に区分して集計した各地層の

後氷期侵食深（侵食期間を 1.2 万年間と仮定）および面積に基づき，地層別の平均侵食速度 0.45
～0.71 mm/年，対象地域全体の平均侵食速度 0.58 mm/年を算出（花谷ほか，2010） 

51 北部阿武隈地域に分布する風化花崗岩は，宇宙線生成核種（26Al，10Be，36Cl）の垂直分布から，

平均 0.015 mm/年の速度で侵食が進むと推定され，その値は地形学的に見積もられた侵食速度と

整合（Mahara et al.，2010） 
52 木曽川上流の寝覚ノ床に露出する上松花崗岩を対象に，各段の地表面露出年代および岩盤表面の

風化程度から，下刻速度は 1.2 万年～6 千年前で小さく，それ以降で大きくなる傾向があり，平

均で 1.7 m/千年と算出（若狭ほか，2008） 
53 十津川上流部において，現河床から比高 136 m の旧河道中に分布するチャートおよび花崗岩礫の

露出年代が 3.1 万年前と推定されることから，下刻速度は 4.4±0.3 mm/年と見積もられ，紀伊半島

中央部の山地河川における急速な下刻の進行を示唆（松四ほか，2012） 
54 六甲花崗岩体の形成直後（約 7,000 万年前）は 0.1～1.0 mm/年オーダーあるいはそれ以上の速度

で削剥が起こる環境であったのに対して，神戸層群が堆積した前後（3,700～3,400 万年前）を境

に削剥速度は 0.01～0.1 mm/年オーダーまで減少し，六甲変動（約 100 万年前以降）直前までの長

期間にわたり地殻変動が平穏な時期が続いたことを FT 熱年代に基づき推定（末岡ほか，2010） 
55 赤石山脈北部の中央構造線～糸魚川静岡構造線間では，30℃/km の古地温勾配を仮定すると，ほ

ぼ全域で 3.8～6.6 km の削剥，糸魚川静岡構造線近傍では＞5.4～6.6 km の削剥が見積もられ，山

脈の形成以降，ほぼ全域で km オーダーの削剥が生じている可能性大（末岡ほか，2011） 
＜侵食と隆起・沈降との関係およびその影響＞ 
56 海成段丘の開析谷の堆積から見積られた侵食速度と隆起速度との関係から，過去 12.5 万年間の侵
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食量が隆起量に比例して増加し，侵食速度と隆起速度とが平衡状態に達するまでの期間は，軟岩

丘陵地で 40～65 万年，山地で 100 万～数百万年間であると推定（藤原ほか，2005） 
57 大河川の中～上流域では 1 サイクルの氷期・間氷期ごとに下刻量および隆起量がほぼつり合い，

隆起量が概ね長期的な下刻速度となることを提示（高木ほか，2000） 
58 日本全国の主要な 56 河川の現海岸線付近では，海水準変動 1 サイクル間の海水準最大低下時に

おける河川の下刻による侵食深は，最大でも 90 m を上回らないと考えられ，想定総侵食量はこ

の侵食深に約 10 万年間の隆起・沈降量を加減算した量として見積もることができる可能性を提

示（鳥越ほか，2003） 
59 幌延地域における地形変化（削剥過程）の様式を推定（太田ほか，2007） 
• 稚内層よりも下位の地層群の分布域では，マスムーブメントが卓越 
• 稚内層分布域では，後氷期（現在）および氷期ともに下刻作用 
• 声問層分布域では，氷期に周氷河作用による著しい面的侵食（河谷では下刻作用を伴う側方侵食）

作用，および後氷期に斜面や周氷河作用により脆くなった斜面表層部の崩壊とともに下刻作用 
• 勇知層分布域では，後氷期および間氷期ともに河谷における下刻作用および側方侵食 
• 更別層分布域では，起伏量が増大し，ある一定の起伏量を超えるとマスムーブメンなどが発生 

情報の整理と第２次取りまとめの見解への反映などの検討 

○ 主に山地・丘陵などを対象として，侵食・削剥速度に関する情報が蓄積されている（49～54）。
侵食・削剥速度は，地殻変動の活発さに影響を受け，地殻変動が活発な地域あるいは期間では 10
万年あたり 50 m を超え，河川の下刻作用による侵食も著しい（49,52～54）。とくに著しい隆起が

生じている南アルプスでは，山脈が形成された後期鮮新世以降 km オーダーの著しい削剥が生じ

ている（55）。 
○ 一般に，隆起が継続すると侵食の程度も増加し，山地・丘陵では，隆起速度および侵食速度は数

十万年から 100 万年程度で平衡状態に達する（56）。また，主要河川の流域において，気候・海

水準変動 1 サイクル（約 10 万年）の期間に，中～上流域では下刻量および隆起量がほぼつり合

い，河口付近では下刻による侵食量が隆起量を数十m 程度上回ると見積もられている（57,58）。
○ また，侵食による地形変化の過程においては，ロックコントロール（地形を構成する岩石物質の

諸性質による制約）が強く作用する事例も示されている（49,59）。 
○ 以上のように，わが国における侵食の特徴および将来予測については，見解③および④に沿う事

例が蓄積されている。 
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3.4 気候・海水準変動 

表 3-11 氷期・間氷期サイクル 

第２次取りまとめの見解 

① 過去約 70 万年間の変動は，地球の軌道要素の永年変化による日射量の変動に起因するとされる

十万年の氷期・間氷期の周期が卓越している。【分冊１：2.6.3 項「まとめ」】 
第２次取りまとめ以降の公開文献情報 

＜氷期・間氷期サイクル＞ 
1 紅海における氷期と現在との塩分濃度差，面積差，蒸発量の比などから水深差を算出し，50 万年

前までの海水準曲線を取得（Rohling et al., 1998） 
2 南極の氷床コアを利用して 42 万年前までの気温変動データ（Petit et al., 1999），40 万年前までの

酸素同位体比曲線や海水準変動曲線（Shackleton, 2000），34 万年前までの酸素・水素同位体比曲

線や温度曲線（Watanabe et al., 2003），74 万年前までの水素同位体比曲線（EPICA community 
members, 2004），36 万年間の酸素同位体曲線やO2/N2曲線（Kawamura et al., 2007；川村，2009）
を取得 

3 グリーンランドの氷床コアを利用して 12.3 万年前までの酸素同位体比曲線を取得（North 
Greenland Ice Core Project members, 2004） 

4 全世界 57 地点から得られた底生有孔虫に記録される δ18O データを用い，530 万年前から現在ま

での酸素同位体比曲線を取得（Lisiecki and Raymo, 2005） 
5 イベリア海の海底コアの花粉・浮遊性有孔虫や酸素同位体などのデータから，MIS11，7，5，1

の過去 5 回の間氷期は，軌道の周期性に関連した 3 回の大きな気候サイクル，および軌道変動要

素に関連する小規模な気候の不安定期によって特徴づけられ，MIS11 は過去 45 万年間で最長の

間氷期であることを把握（Desprat et al., 2007） 
6 オーストラリアのジョセフ・ボナパルト湾における生物群集や堆積物の保存状態，氷床などを分

析した結果，最終氷期は少なくとも 22,000 年前から 19,000 年前まで続き，最終氷期極大期は

19,000±250 年前頃に終了したと推測（Yokoyama et al., 2000） 
7 とくに 43 万年前以降については，約 10 万年サイクルの卓越した氷期・間氷期サイクルによって

特徴づけられ，それぞれのサイクルの約 20％（約 1～3 万年）が比較的温暖な間氷期であったこ

とを把握（Jansen et al., 2007） 
8 氷床が拡大した最終氷期極大期は 26,500～19,000 年前であったと推定され，夏の日射量の増加に

起因する 20,000～19,000 年前の北半球における氷河の後退，および 15,000～14,000 年前の西部南

極氷床の後退が，急激な海水準の上昇をもたらしたと推測（Clark et al., 2009） 
9 約 10 万年周期の氷期・間氷期サイクルは，ミランコビッチサイクルと同調しているものの，北

半球における日射量の変動（約 2～4 万年周期）との相関性が低いことから，気候システムの内

部フィードバック機構による 10 万年周期の発現プロセスを提示（Tziperman et al., 2006；Lisiecki, 
2010） 

10 約 10 万年周期の氷期・間氷期サイクルは，日射変化に対して気候システムが応答し，大気－氷

床－地殻の非線形的な相互作用に起因することを解明し，約 10 万年周期の発現は，北米および

ユーラシア大陸における氷床の履歴構造の差が決定的な要因であり，大気中のCO2はその要因と

はならないことを把握（Abe-Ouchi et al., 2013） 
情報の整理と第２次取りまとめの見解への反映などの検討 

○ 南極およびグリーンランドの氷床コアや，生物化石などの記録から読み取られた酸素・水素同位

体比などにより，中期更新世以降の約 10 万年周期の氷期・間氷期サイクルに対応した，地球規

模の気温やCO2濃度，海水準などの変動がより精緻に把握されている（1～6）。これらの成果は，

気候変動に関する政府間パネルの報告書に取りまとめられ，世界各国で認識が共有されている

（7）。 
○ また，これまでミランコビッチ理論では必ずしも説明ができなかった，約 10 万年周期の地球規

模で生じた気候変動メカニズムについて，日射変化に対する大気－氷床－地殻のフィードバック

機構に起因していることなどが明らかになりつつある（8～10）。 
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○ 以上のように，中期更新世以降の約 10 万年間隔の周期的な気候変動（氷期・間氷期サイクル）

については，見解①に沿う事例が蓄積されている。 

 

表 3-12 海水準変動および気候変動 

第２次取りまとめの見解 

② 過去数十万年間における海水準は，現在に比べて+5 m～-120 m 程度の範囲で変動してきた。現在

と比較した日本列島周辺の気温は，定性的な推定の域にあるものの，現在に比べて氷期には 8℃
～10℃程度低く，間氷期の最温暖期には 2℃～3℃高かったと考えられる。降水量の変動に関する

データは限られているが，氷期の日本列島では現在の 7 割から半分近くまで減少していた可能性

が高い。【分冊１：2.6.3 項「まとめ」】 
第２次取りまとめ以降の公開文献情報 

＜海水準の変動範囲＞ 
11 これまで南極氷床の融解とされてきた，最終間氷期における海水準上昇の主たる要因は，グリー

ンランド氷床の融解であり，最終間氷期のグリーンランド氷床の大幅な縮小は 4～5.5 mの海水準

の上昇に寄与していたと推察（Cuffey and Marshall, 2000） 
12 最終氷期におけるグリーンランドおよび南極の氷床量は何れも 21,000 年前に最大となったが，極

域ではその後に降水量が増加したため，グリーンランドでは 16,500 年前，南極では 10,000 年前

まで氷床量が維持され，それに伴い 0.4～3.7 mの付加的な海水準低下が発生（Huybrechts, 2002）
13 北緯 40°～80°の地域では，過去 70 万年間の氷期において，現在と比べて気温は最大 17±1.8℃低

下し，海水面は最大 125±12 m低下（Bintanja et al., 2005） 
14 バルバドス，バハマ，オーストラリア，ヒューロンにおける既存文献のデータを再検討し，MIS5a，

5c，5e，6-7 について，3,000～9,000 年周期で海水準が 6～30 m上下変動する短周期の海水準変動

を検出（Thompson and Goldstein, 2005） 
15 フランス南部のリオン湾における音波探査記録およびボーリングコアデータから，氷期の最低海

水準は現在よりも 149±10 m（MIS12），150±9 m（MIS10），86±8 m（MIS8），92±7 m（MIS6），102±6 m
（MIS2.2）低かったと推定（Rabineau et al., 2006） 

16 播磨灘沿岸域における完新世の海水準は，8,000 年前には約-3 m，約 7,300 年間には約-1 m，7,000
～5,300 年前には約+1.0～1.5 m，3,800～3,000 年前には約+0.5 m，2,700～2,100 年前には約 0 m で

あったと推定（佐藤，2008） 
17 最終氷期における海水準が現在よりも 120 m 低かったと仮定すると，第四紀初頭の間氷期は，完

新世と同様の気候および海水準（現在と比較して+5～-15 m）であったが，氷期はより寒冷で，海

水準は現在よりも 50±20 m低かったと推測（大場，2010） 
18 大阪湾における最終氷期極大期以降の海進は，約 6,000 年前に最大期（海水準は標高+2.2m）を迎

え，6,000～4,000 年前は現在よりも高い海水面の安定期が続き，その後，海水準はゆるやかに高

低を繰り返して現在の海水準に定着（前田，2013） 
＜日本列島における気候変動＞ 
19 北海道北部地域では，3.2～2.5 万年前はエゾマツやアカエゾマツを主体としたタイガ，2.5～1.6

万年前はステップやハイマツを主とした疎林の最寒冷期，1.6～1.2 万年前はグイマツやハイマツ

の頻度が顕著に低下した亜間氷期，1.2～1.0 万年前は厳しい寒冷気候の再来期であり，これ以降

は徐々に温暖化し，8,000 年前以降には現在の森林が形成されたと推測（五十嵐ほか，1993） 
20 植生変遷の復元結果から，現在の北海道の植生は約 8,000～5,000 年前にかけての完新世最温暖期

の初めごろに成立し，とくに北海道の北部地域ではミズナラが主体となる森林の出現は遅く，北

海道の他の地域に遅れて現在の気候が成立したものと推測（山田，1998） 
21 野尻湖底から採取されたコア試料の有機炭素および全窒素の測定ならびに花粉分析から，中部日

本では遅くとも 1.5～1.4 万年前以前に温暖化が始まり，それ以後，寒の戻りを伴いながら約 1 万

年前まで進行と解釈（公文ほか，2003） 
22 メダケ率の変遷が氷期・間氷期サイクルに伴う気候変動に対応することから（杉山，2001），岐

阜県瑞浪市の大湫盆地に分布する堆積物の植物珪酸体分析を行い，MIS5a および MIS1 は温暖で
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あり，寒暖に関係なく降雪量が少なかったことを把握（草野ほか，2010） 
23 北海道北部地域における，MIS7 からMIS6 に向けて寒冷化，MIS6 末期にやや緩和しMIS5e に移

行，MIS2 の厳しい寒冷気候からMIS1 に向けた急激な温暖化，MIS1 初期にMIS5e と共通する明

瞭な冷涼期の介在を把握（五十嵐ほか，2012） 
24 有孔虫の殻の酸素および炭素同位体比の分析から，日本海側および太平洋側における環境変化は

地球規模の気候変動よりも数千年遅れ，最寒期は MIS6/5e と 2/1 との境界付近に，温暖期は

MIS5e/5d，5c/5b，5a/4 の亜問氷期から亜氷期にかけての過渡期および 8,000 年前付近に認められ，

これは北半球高緯度の夏の日射量変動に連動したオホーツク海高気圧の盛衰と関連（大場，2006）
25 北海道南部から東北日本北部では，堆積物中に見られるドロップストーンや流氷岩屑の分析か

ら，地球規模の氷期・間氷期サイクルに由来する気候変動のほか，冬のモンスーンのような地域

的な気候によって支配される千年単位での微細な気候変動を検出（Ikehara, 2003） 
26 1.8 万年前以降，チベット高原および西部太平洋暖水域の存在によって駆動された東アジアモン

スーンの活発化イベントが 9 回生じ，日本列島では温暖・湿潤な気候環境が出現（福澤ほか，2003）
27 北海道における最終氷期のうちの 4.2～1.2 万年前の年平均気温は，オホーツク海沿岸から根釧原

野にかけての連続永久凍土帯の南限地域では-7℃，十勝平野や日本海側北部の不連続永久凍土帯

では-7～-3℃で，冬の寒さが厳しい気候であったと推測（三浦・平川，1995） 
28 花粉化石分析から復元された最終氷期極大期の気候は，年平均気温が現在よりも 4～13℃程度低

く，降水量が現在の 5～7 割に低下（松末ほか，2000） 
29 岐阜県瑞浪地域の内陸小盆地堆積物に花粉分析によるベストモダンアナログ法の適用を通じて，

気候変動曲線はサブステージも含めて深海底コアの酸素同位体カーブと良く同調し，年平均気温

の寒暖の差は最大で約 10℃，年平均降水量は間氷期に比べ氷期は 5～7 割程度に減少すると推定

（佐々木ほか，2006） 
30 琵琶湖北湖中央部における年間珪藻殻堆積量から推定した降水量は，完新世および最終間氷期に

は現在のレベル以上であり，最終氷期には現在のレベル以下の期間が多く，とくに MIS4 では降

水量の減少が1万年以上継続し，最終氷期極大期に比べて減少期が長かったと解釈（加ほか，2003）
情報の整理と第２次取りまとめの見解への反映などの検討 

○ 過去数十万年間の海水準変動が世界各地でより精緻に把握されている（1,2,8,11～18）。氷期には

海水準が最大で 150 m 程度低下し，最終間氷期には，グリーンランド氷床の大幅な縮小が約 5 m
に及ぶ海水準の上昇をもたらしたと推測されている（8,11,15）。 

○ 地球規模の気候変動に呼応して生じてきた海水準変動も，世界各国で認識が共有されている事実

である。新たに把握された海水準変動の傾向は，第２次取りまとめにおいて示された傾向と一致

するものであり，推定技術の向上や推定誤差を考慮すると，両者の変動幅は整合すると判断でき

る。したがって，蓄積された事例は見解②と整合する。 
○ わが国における約 25 万年前から現在までの気候変動が詳細に把握されてきている（19～24）。そ

の変動は地球規模の気候変動に由来するものの，それに比べて数千年遅れる傾向にあり，卓越風

の変化や気圧配置に強く影響を受けているという特徴を有する（24～26）。 
○ 最終氷期では，現在と比較して気温が最大で 10℃以上も低く（27～29），降水量は 5～7 割程度に

減少していたと推定されている（28,29）。とくに 68,000～56,000 年前にかけては 1 万年間以上に

もわたり降水量の減少期が継続したと考えられている（30）。また，最終氷期以降は寒冷気候の

再来を伴いながら，遅くとも 5,000 年前頃まで温暖化が進行したと考えられる（19,21）。 
○ 以上のように，過去数十万年間の日本列島における気温や降水量の変化がより定量的に把握され

てきており，その変動範囲は見解②とおおむね整合する。 
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第4章 地質環境特性 

地層処分システムの長期安全性の確保の観点から考慮すべきそれぞれの特性について，

わが国における一般的な傾向や多様性などに関連する第２次取りまとめの見解ごとに，第

２次取りまとめ以降の公開文献情報，ならびに情報の整理結果および見解への反映などの

検討結果を表形式でまとめた。その結果，すべての見解において，関連する公開文献情報

は見解に沿い，見解で示された範囲に概ね整合するデータが得られていることが確認され

た。したがって，本章の情報の整理結果および見解への反映などの検討結果においては，

第３章のような，それぞれの見解を確認する形式でまとめを行っていない。 

なお，公開文献情報は，内容に応じて，一つの番号に単独の情報を記載している場合と

複数の文献情報をまとめて記載している場合とがある。 

 

4.1 地下水の流動特性 

表 4-1 地下水の流動特性 

第２次取りまとめの見解 

① 岩盤中に含まれる地下水の動きは，主に動水勾配と岩盤自体の透水性に支配されている。このう

ち，動水勾配は地形に強く依存するが，地下深部の岩盤中では，局所的な地形の影響が少ないた

め，地表付近に比べて動水勾配は緩やかになる。また，深度が増加するにしたがって地圧が大き

くなるため，一般に割れ目や鉱物粒子間の間隙が減少し，岩盤の透水性も地表付近に比べて小さ

くなると考えられる。【分冊１：要約「深部地質環境の一般的な特性」】 
② 全国各地の井戸データなどから地表付近の動水勾配（地下水面の勾配）を求めた結果によれば，

地表付近の動水勾配は地形勾配に強く支配されており，低地（0.008），台地（0.016），丘陵地（0.035），
山地（0.061）の順に大きくなる（カッコ内の数字は，地形ごとの平均値）。一方，東濃地域にお

ける深層ボーリングでの実測結果では，地下深部の動水勾配は地表付近の地下水面の勾配に比べ

て小さくなることが確認された。【分冊１：要約「深部地質環境の一般的な特性」】 
③ 岩盤の透水性は岩石の種類や場所によって異なるが，断層破砕帯や割れ目集中帯を除くと，地下

深部の岩盤としての平均的な透水係数は，おおむね 10-10～10-7 m/s の範囲にある。【分冊１：要約

「深部地質環境の一般的な特性」】 
第２次取りまとめ以降の公開文献情報 

1 岐阜県瑞浪地域（結晶質岩）を事例とした調査・解析において，地質・地質構造要素ごとの水理

特性を把握するとともに，その結果を補間することにより岩盤の透水性の三次元分布を把握（中

野ほか，2001；Saegusa et al., 2003；升元ほか，2004；大山ほか，2004；三枝ほか，2007；國丸ほ

か，2012） 
• 透水係数は割れ目低密度帯で 5.0×10-12～8.0×10-5 m/s，割れ目帯で 4.0×10-11～1.0×10-4 m/s 
• 全体が変質している区間（3.2×10-11 m/s）は，上部割れ目帯の平均値（1.0×10-7 m/s）と比べて 4

オーダー程度低く，割れ目沿いが変質している区間の透水係数は 9.4×10-7～3.8×10-11 m/s 
• サイトスケールで数 km 程度のトレース長を有する断層は，ボーリング孔において測定された透

水係数や間隙水圧分布，掘削応答モニタリングの結果から，断層主要部で遮水性を有することを

確認 
• 花崗岩中の上部割れ目帯と下部割れ目低密度帯との間に透水性のコントラストが存在 
• 地下水の主流動方向は地形に支配されており，標高の高い領域では涵養傾向，標高の低い河川部

で流出傾向，それ以外はおおむね静水圧分布 
• 地下水の主流動方向とほぼ直交し遮水性を有する断層部においては，その上流側で被圧傾向の水

頭分布を示し，このような水理特性を有する断層で挟まれた領域の動水勾配は小さくなる傾向 
• ローカルスケールにおける大局的な動水勾配は，地形形状に支配 
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2 愛媛県浪方および岡山県倉敷（結晶質岩）に建設中（2013 年度操業開始予定）のLP ガスの水封

式地下岩盤貯槽施設において，貯槽を設置する花崗岩新鮮部の透水係数は，波方（深度約 180 m）

で 5.6×10-9 m/s，倉敷（深度約 187 m）で 3.3×10-8 m/s（大竹，2001） 
3 北海道幌延地域（堆積岩）を事例とした調査・解析において，地質・地質構造要素ごとの水理特

性を把握し，その結果を補間することにより岩盤の透水性の三次元分布を推定するとともに，地

質構造の長期変遷モデルの構築を通じて地下水流動場の長期変遷について推察（石井ほか，

2006；太田ほか，2007；操上ほか，2008；舟木ほか，2009；今井ほか，2009；Ishii et al., 2010；中

山ほか，2010，2012；Niizato et al., 2010；Amano et al., 2011） 
• 声問層中の割れ目は連続性・連結性に乏しく，割れ目頻度は高いものの地下水流動には影響しな

いのに対して，稚内層中の層理面に高角な割れ目の一部は主要な水みちとして機能しており，稚

内層浅部においてはこの層理面に高角な割れ目が断層として成長する際に，断層から派生する引

張割れ目を形成しやすく，これらの断層・割れ目のネットワークが稚内層浅部の高透水ゾーンを

形成 
• 透水係数は勇知層で 10-10～10-9 m/s オーダー，声問層で 10-9～10-8 m/s オーダー，稚内層では 10-11

～10-5 m/s オーダーで地下深部の透水性は地下浅部に比べて小さくなる傾向 
• 透水性割れ目の透水量係数は平均値 1.7×10-6 m2/s，標準偏差 3.2×10-6 m2/s の対数分布に従うこと

を把握 
• 地層中の全水頭分布は地形との相関がありわずかに被圧した傾向を示し，地下深部には高い全水

頭が保持 
• 約130万年前から現在の海水準および地下水涵養量の変動を考慮した地下水流動および塩分濃度

の解析が可能であることを把握 
• 地下水の塩分の密度差は沿岸域の地下水流動に影響を与え，地下深部での淡水の侵入を抑制する

と推測 
4 神奈川県横須賀地域（付加体堆積岩）を事例として，対象層の水理特性を把握するとともに，複

数の方法を組み合わせた地下水流動評価の有効性を確認（長谷川ほか，2010a,b，2013；徳永ほか，

2013） 
• 間隙水圧は，上位の三浦層群で地表面と同じかやや低い程度で一定であり概ね静水圧分布を示す

のに対し，下位の葉山層群では深度方向に増加傾向があり，三浦層群に対して高い水圧を保持し

ており，これは測定孔内の清水と周辺の高塩分濃度地下水との密度差により高い水圧が計測され

る可能性を示唆 
• 三浦層群の透水係数は 1.0×10-7 m/s 程度，葉山層群の透水係数は 1.0×10-9 m/s 程度であり，三浦層

群中のスコリア濃集層の透水係数は 1.0×10-5 m/s 程度と高い傾向 
• 14C，36Cl，4He，δ37Cl 地下水年代測定の結果は，地下水の長期滞留や地層間の流動性の違いなど

について整合的であることから，長期地下水挙動評価において有効 
• 海水準変動および隆起（地質環境の変遷）を考慮した非定常の地下水流動解析により，地下水の

水頭のみならず水質・年代を再現できることを示唆 
5 浸透性を保持する割れ目は，臨界応力状態にあり，継続的にせん断すべりを生じる環境下にある

ものに限定されることから，現在の応力場が割れ目の浸透性に強く影響（石油技術協会，2004）
6 結晶質岩の透水性割れ目の特徴として，方解石を介在することが国内外の地下研究所などの調査

研究で確認されたことから，方解石を透水性割れ目の同定に利用可能（吉田，2012） 
7 単一割れ目の透水量係数と開口幅との関係は，両者が直線近似できる比例限界までの範囲では 3

乗則が成立しないのに対して，それ以降の降伏領域では力学的開口幅の 3 乗に比例して透水量係

数は増加するものの，割れ目表面の粗度により力学的開口幅と透水量係数との関係が異なること

を把握（西山ほか，2005） 
8 複数の深度で間隙水圧を測定することにより，不飽和帯の影響を受けることなく，その下位の飽

和地盤の比貯留係数および鉛直透水係数を多孔質弾性論に基づき評価できることを示し，新第三

紀堆積岩を対象とした評価を通じて手法の有効性を確認（細谷・徳永，2005，2008） 
9 地下水流動などによる温度の擾乱の影響が大きいと考えられる掘削深度300 m未満のデータを除

外した 1,215 本の坑井温度プロファイルがデータベース化され（坂川ほか，2004），地下温度プロ

ファイルから地下水の地域流動系や流動速度の推定，気候変動復元が可能（宮越ほか，2006；内
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田・佐倉，2007；吉澤ほか，2011） 
10 10 万年を超えて山地が形成されるような時間スケールを評価の対象期間とする場合は，山地や丘

陵，平野などの発達過程を考慮した地下水流動解析が必要（尾上ほか，2009） 
11 岐阜県東濃地域（結晶質岩）において水収支に関する知見を拡充（山内ほか，2000；核燃料サイ

クル開発機構，2002；宮原ほか，2002a,b；西尾ほか，2009） 
• 観測流域ごとの岩盤浸透量は，河川流域の上流部および下流部や表層の地質状況などの影響によ

る場所的な違いや流域面積により差異 
• 岩盤浸透量は気象の変化による時間的なばらつき 
• 2007 年度の正馬川流域の水収支は，降水量 1,372 mm，蒸発散量 507 mm，河川流出高 560 mm／

797 mm（上流域／下流域），岩盤浸透量 305 mm／68 mm（上流域／下流域） 
12 北海道幌延地域（堆積岩）において水収支に関する知見を拡充（宮原ほか，2004；瀬尾ほか，2005；

太田ほか，2007；山本ほか，2011） 
• 2004 年～2009 年の調査流域全体の平均的な水収支（1 水文年）は，降水量 1,575 mm，蒸発散量

458 mm，河川流出高 986 mm，岩盤浸透量 131 mm 
• 流域の涵養は地形や地被条件である植生より，地質や割れ目帯の分布と透水性の影響を強く反映

• 積雪寒冷地としての特徴として，年間降水量の 40～50％は降雪がしめていること，地下水涵養量

は融雪が進む 4 月に最大となること，積雪期にも底面融雪による涵養が行われていることを把握

13 北海道幌延地域（堆積岩）を事例として，地下坑道を掘削した際の水理環境の変化を把握（中山

ほか，2011；薮内ほか，2011） 
• 地下 140 mにおける水平坑道の掘削により，坑壁から 1 m および 2 m の岩盤中の飽和度は約 30％

低下して不飽和な状態になるのに対して，坑壁から 3 m における間隙水圧は最大 0.6 MPa 程度か

ら 0.05 MPa 程度まで低下し，掘削後約 1 年でほぼ定常な状態に回復 
• 地下 250 mにおける水平坑道の掘削において，坑壁から 80 cm以上離れた岩盤では掘削に伴う透

水係数の有意な変化は認められないものの，間隙水圧は 1.8 MPa から 1.0 MPa に低下 
情報の整理と第２次取りまとめの見解への反映などの検討 

○ 結晶質岩および内陸部や付加体などの堆積岩を対象とした事例研究を通じて，地下深部の岩盤や

割れ目帯などの透水係数や透水量係数，透水性割れ目の分布が把握されている（1～4）。 
○ 地下深部の岩盤の透水係数は，岩種，岩盤中の変質および割れ目の発達程度に依存して変化し，

健岩部では 10-12～10-6 m/s オーダーの範囲にある（1～4）。一方，割れ目帯や連続・連結する割れ

目などの水みちでは，それよりも大きな透水性を示し，透水係数が 10-4 m/s オーダーにも達する

場合もある（1,3）。このような割れ目帯の構造や幾何形状，透水性は，その形成過程や応力場に

よって大きく変わると考えられる（3,5）。また，地下深部では，地下浅部と比較して岩盤の透水

係数が小さく，堆積岩では被圧状態が維持される傾向も認められる（1,3,4）。 
○ 大局的な動水勾配および主流動方向は地形形状に支配されているものの，遮水性を有する断層に

挟まれたブロック状の領域などでは，局所的に動水勾配が小さくなる傾向が認められる（1,3）。
○ さらに，岩盤の水理特性や地下水流動を評価する上で有用な知見が蓄積されている（6～10）。と

くに長期にわたる地下水流動場の変遷の解析においては，地形や地質構造の発達過程，海水準変

動などに加えて，地下水の年代を考慮に入れることが有効である（3,4,10）。また，地下水流動の

評価において必要となる，表層水理に関する情報も結晶質岩および堆積岩を対象とした事例研究

を通じて蓄積されており，岩盤浸透量は，表層の地質・地質構造や気象に影響を受けることが把

握されている（11,12）。 
○ 第２次取りまとめ以降の新たな進展として，JAEA 幌延の深地層の研究施設において，地下坑道

掘削に伴う堆積岩中の水理環境の変化に関する情報の蓄積が図られている（13）。地下坑道掘削

により，坑道近傍に形成された掘削影響領域において，間隙水圧や飽和度の低下が生じているも

のの，その範囲より外側の岩盤では，地下坑道掘削前の水理環境が維持されていることが確認さ

れている。地下坑道掘削に伴う水理環境の変化については，引き続き情報収集を進めていく。 
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4.2 地下水の地球化学特性 

表 4-2 地下水の地球化学特性 

第２次取りまとめの見解 

① 地下水の水質は，起源となった水の性質とその水と岩石との化学反応（溶解・沈殿やイオン交換

など）によって形成される。わが国においては，海岸付近では海水起源の地下水，火山地域では

マグマ起源の地下水の存在が考えられる。ただし，火山やその周辺を除けば，マグマによる地下

水への影響は排除できる。【分冊１：要約「深部地質環境の一般的な特性」】 
② 降水を起源とする地下水の水質形成に寄与する主要な反応は，長石類や方解石の溶解，粘土鉱物

と地下水とのイオン交換反応などである。これらの反応により地下水の水質は，地表付近でNa+，

Ca2+およびHCO3
-に富み，地下深部にいくにしたがってCa2+が減少してNa+，HCO3

-が増加する。

同時に pH は酸性から弱アルカリ性に変化する。また，堆積岩では深度数十 m，花崗岩では深度

数百m程度で，還元性の地下水が形成されている。地下水の還元に寄与する反応としては，硫黄

や鉄を含む鉱物との酸化還元反応および微生物による有機物の分解反応などがある。【分冊１：

要約「深部地質環境の一般的な特性」】 
③ 海水を起源とする地下水については，情報が限られているものの，沿岸地域での研究事例から，

地下深部での水質は Na+，Cl-に富み，降水を起源とする地下水と同様の反応により還元状態にあ

ると考え得る。【分冊１：要約「深部地質環境の一般的な特性」】 
第２次取りまとめ以降の公開文献情報 

1 岐阜県東濃地域（内陸部・結晶質岩）を事例として，地下水の三次元水質分布，起源・滞留時間，

水質形成機構について，現在の地下水流動などを考慮しつつ詳細に把握（Furue et al., 2003；Iwatsuki 
et al., 2005；阿島ほか，2006；三枝ほか，2007；富岡ほか，2008；長谷川ほか，2010c；竹内ほか，

2010；國丸ほか，2011） 
• 約 10 km 四方スケールでは，土岐花崗岩中の地下水は，涵養域で pH が 7～9 の塩分濃度の低い

NaCaHCO3型，中間域でNaHCO3型，流出域で pH が 8～10 の比較的塩分濃度の高いNaCl 型 
• 約 2 km四方スケール（瑞浪超深地層研究所用地周辺）では，土岐花崗岩中のNaCl 型地下水の塩

分濃度は，上部では海水と比べて 1/100 程度であり，深度約 1,000 m では海水と比べて 1/10 程度

と深度とともに増加 
• 地下水の pH は約 8～9 の範囲でほぼ一定であり，主に炭酸塩鉱物の溶解・沈殿による pH 緩衝反

応が関与 
• 地下水の Eh は地下深部で還元性の値（深度約 200～400 m で約-100～250 mV など）を示し，含

鉄鉱物，含硫黄鉱物，硫酸還元菌が関連した反応が関与 
• NaCl 型地下水の水質は，化石海水あるいは長期にわたる水－岩石反応を経て生成した塩水と相対

的に寒冷な時期に涵養された地下水あるいは現在の天水との混合・希釈により形成 
• 地下水の水素・酸素同位体比および古気候の影響（涵養温度）から，約 10 km 四方スケールでは，

流出域の地下水は涵養域の地下水と比べて相対的に寒冷な時期に涵養した古い地下水であり，有

機 14C 法，無機 14C 法，4He 蓄積法を適用して推定した地下水の年代は，涵養域～中間域で 1 万

年程度と推定 
2 北海道幌延地域のうち内陸部の堆積岩を事例として，地下水（裂罅水および間隙水）の三次元水

質分布，起源・滞留時間，水質形成機構を把握するとともに，過去から現在までの地質・水理地

質構造の変遷と地球化学環境との関連を整理し，将来の地球化学環境の長期変動幅を推察（濱ほ

か，2006；Hama et al., 2007；石井ほか，2007；太田ほか，2007；岩月ほか，2009；甲斐・前川，

2009；Ishii et al., 2010；中田・長谷川，2010；大山ほか，2010；中山ほか，2011，2012；天野ほか，

2012a,b） 
• 浅部には塩分濃度の比較的低い NaHCO3型～NaCl 型地下水，深部には海水と比べて 1/2～1/3 程

度の塩分濃度のNaCl 型地下水，大曲断層沿いには深度約 300m までNaHCO3型地下水が分布し，

地下水中には主としてメタンや二酸化炭素などのガスが溶存 
• 地下水の pH は約 6～9 の範囲にあり，Eh は地下深部で還元性の値（深度約 140 m，171～237 m

の声問層でそれぞれ約-190～-230 mV，約-220 mV，深度約 500～550 m，約 606～644 m の稚内層

でそれぞれ約-100 mV，約-170 mV）を指示 
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• 塩水の起源は，堆積時の海水がその後のさまざまなプロセスにより変質した化石海水であり，塩

分濃度の希釈には，約 130～100 万年前までの沈降時は鉱物の脱水反応，それ後，隆起に転じて

以降は天水による希釈・混合が寄与 
• 4He 蓄積法による地下水の年代は，深度約 250 m の声問層で 200 万年，深度約 700 m の稚内層で

1,000 万年であり，36Cl 法による年代値（いずれの地層も 100 万年以上）と整合することから，地

下水は堆積後からほぼ滞留と解釈 
• 低～中透水性の多孔質媒体と扱うことができる声問層および深度400 m以浅の高透水性構造を有

する低～高透水性の稚内層では，130～100 万年前までの沈降時は鉱物の脱水反応，沈降から隆起

に転じて以降は，地表から涵養した天水との混合・希釈および粘土鉱物との反応により水質形成

• 深度 400 m以深の高透水性構造を有しない低～中透水性の稚内層では，長期的な水理環境の維持

により，主に初期続成過程の水－鉱物（有機物）－微生物相互反応とその後の長期的な有機物熟

成を伴う水－鉱物－微生物－ガス相互反応が水質形成に寄与 
• 水－鉱物－微生物－ガス相互反応による pH，酸化還元緩衝能力は，地層中に十分に存在する緩

衝鉱物，有機物，酸化還元反応を促進する微生物の量から長期的変化は小さいと推測 
• 隆起・侵食による水理地質特性の変化に伴う地球化学環境は，約 130～100 万年前から現在まで

の隆起・侵食速度および現在の地球化学環境の状態を基に外挿可能であり，現在の稚内層中に観

察される地球化学環境の幅の範囲内 
3 北海道幌延地域のうち沿岸域の堆積岩を事例として，淡水および塩水の深度分布を把握するとと

もに，起源，水質形成機構について，内陸部の堆積岩における事例研究の成果を活用して推測（産

業技術総合研究所，2011，2012a） 
• 深度約 500 m（更別層・勇知層境界よりも数十m 下部）までは淡水，深度約 800～1,000 mの勇知

層では現海水と同程度の塩分濃度のNaCl 型地下水が分布 
• 深度約 500～800 m の勇知層では深度とともに塩分濃度が増加し，pH は深度約 500 m 以浅で 6～9

の範囲でばらつくものの，深度約 500～1,000 m では 8 前後 
• 地下水の水質および水素・酸素同位体比の傾向から，深度約 800～1,000 m の地下水は化石海水を

起源とする遺留水が存在し，有機物起源のメタンや油の形成機構が水質形成に大きく関与してい

ると推測 
• 地質学的特性，地下水の水質・同位体の深度プロファイルから，地表から深度約 1,000 m までに

流動域，混合域，拡散域，滞留域が分布し，地質学的境界と水文学的境界は必ずしも一致しない

ことを把握 
4 神奈川県横須賀地域（沿岸域・付加体堆積岩）を事例として，地下水（裂罅水および間隙水）の

水質分布，起源・滞留時間，水質形成機構について把握するとともに，非定常の地下水流動解析

を実施（長谷川ほか，2010a,b） 
• 深度 100 m以浅の三浦層群ではNaHCO3型～NaCl 型の地下水（淡水），深度 300 m以深の葉山層

群では現海水と同程度の塩分濃度のNaCl 型地下水，深度 100～300 m の三浦層群下部～葉山層群

上部では深度とともに塩分濃度が増加し，pH は 6.5～8.5 の範囲 
• 地下水の水素・酸素同位体比，36Cl/Cl 比，4He 濃度から，三浦層群上部では降水，三浦層群下部

では降水と現海水との混合，葉山層群上部では降水，現海水，化石海水の混合，葉山層群下部で

は長期間にわたり岩石と同位体交換した化石海水が地下水の起源と推測 
• トリチウム法，14C 法，36Cl 法，4He 蓄積法による地下水の年代は，三浦層群上部では 50 年未満，

三浦層群下部では 8,000 年未満，葉山層群では 700 万年程度と推定され，低透水性の葉山層群に

おいて地下水の流動性が低いことを示唆 
• 地下水流動解析により地下水の水頭のみならず水質・年代を再現できることが示され，海水準変

動および隆起（地質環境の変遷）の考慮の重要性を示唆 
5 青森県六ケ所地域（沿岸域・堆積岩）を事例として，地下水の水質分布，起源・滞留時間，水質

形成機構について把握（大山ほか，2007；鶴旨ほか，2008；富岡ほか，2010；中田・長谷川，2011）
• 地下浅部では NaHCO3型地下水（淡水），深度 330～340 m 以深では滞留した化石海水（NaCl 型

地下水）が分布 
• 地下水の pH は地表付近の 8.5～9 から，黄鉄鉱の酸化により深度 100 m 付近で 7.2～7.5 まで減少

した後，深度とともに増加し，深度 150～160 m以深では約 9 で一定 
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• 酸化還元境界は深度 110～120 m の試験空洞周辺で確認 
• 地下水の溶存無機炭素濃度および飽和指数の検討から，深度 110～120 m の試験空洞周辺より深

部では海成炭酸塩の溶解が影響し，Na-(Ca, Mg) の陽イオン交換反応が関与 
• 深度 110～120 mの試験空洞周辺の地下水について，水質形成機構を基に既存の年代補正式（IAEA

の式）に補正を加えて求めた 14C 地下水年代は 24,000 年であり，18,000 年前の最終氷期最盛期に

対応するKr 濃度の極大値や酸素同位体の極小値を確認 
6 北海道釧路炭鉱（海域・堆積岩）を事例として，地下水の水質分布，起源・滞留時間，水質形成

機構について把握（馬原・中田，2003；馬原ほか，2006） 
• 海面下 750 m までの第四紀，新第三紀，古第三紀，白亜紀の堆積岩は，深度の増加に伴い淡水か

ら塩水に移行する漸移帯，2,500～22,000 mg/L の塩水帯，白亜系の 13,300～14,000 mg/L の均質な

塩水帯に区分 
• 地下水のMg/Cl 比，Ca/Mg 比および δD-Cl 濃度相関から，海面下 400 m 以浅の地下水は降水の影

響を受けた浅層地下水の混入，海面下 400 m 以深の地下水にはその混入が無く，白亜系の塩水は

現海水と異なると解釈 
• 白亜系の塩水は，36Cl 法による年代が 200 万年以上と推定され，非常に古い海水（化石海水）と

判断 
• 当該地域は非火山地帯でマントル起源ガスの混入が無いことおよび 40Ar/36Ar 比が増加する傾向

から，古第三系の地下水の滞留時間が非常に長いことを推測 
7 福島県および新潟県を事例として，既存データの詳細な分析を通じて，深層地下水の水質分布，

起源，水質形成機構などの地域的な特徴を把握（産業技術総合研究所，2012b） 
• 深層地下水に混入する起源成分は，油田鹹水，水溶性ガス付随水，海水起源水，内陸塩水，火山

性熱水（塩水），その他の 6 種類に分類 
• 新潟の油田・ガス田地域には，マントル起源成分の寄与を受けた，滞留時間が長く反応（多量の

有機物起源のCO2の付加，CaSO4の溶解およびCaCO3の沈澱）が進んだ停滞水および油田鹹水，

地殻起源成分の寄与を受けた，天水と古海水とが混合した水溶性ガス付随水が存在 
• 磐梯山－会津盆地－奥会津地熱地域には，マントル起源成分の寄与および深部起源C 濃度の供給

を受けた，マグマ起源の火山性熱水（塩水）が存在 
• 火山フロントより西側では，地下水の pH は 6～7 が卓越（8 以上が点在）し，磐梯山から西北西

の地域には，マントル起源成分および深部起源C を多量に含む，マグマ起源水でも有馬型深部熱

水でもない高 Cl 濃度の熱水，南会津から只見地域および内陸部には，非常に古い変質した海水

を起源とする高温の停滞型塩水が存在 
• 火山フロントより東側では，pH が 6～8 の範囲でにある天水起源の地下水が広範囲に存在し，マ

ントル起源成分の寄与はなし 
• 棚倉構造線および阿武隈花崗岩の西縁に挟まれる地域では，スラブ起源のCO2の付加および浅層

地下水の影響を受けた，pH が 8 以上，水温が高い，低 Cl 濃度・高 HCO3濃度といった特徴を有

する地下水が存在 
• 太平洋沿岸部では，地下水の pH は 6～9 が卓越（一部地域では硫酸酸性化）し，非常に古い海水

を起源とする高 Cl 濃度の停滞型塩水であり，いわき周辺では，スラブ起源の CO2が地下水へ付

加した可能性あり 
8 中国・四国地域を事例として，既存データの詳細な分析を通じて，深層地下水の水質分布，起源，

水質形成機構などの地域的な特徴を把握（産業技術総合研究所，2012b） 
• 深層地下水（Cl 濃度≧1,000 mg/L の塩水）に混入する起源成分は，海水，内陸塩水，火山性熱水，

非火山性熱水，起源不明の水に分類 
• 深層地下水の pH は，全域で 6～8 の範囲にあり，中国地方の花崗岩地域および四国地方の付加体

の一部では 9 に達し，金属鉱床の近傍では硫酸酸性化 
• 沿岸域には，天水と地層中の鉱物種と反応した変質海水とが混合した塩水が存在し，とくに日本

海側では，第四紀火山の分布とは無関係に 60℃以上の高温 
• 島根県出雲近傍には，グリーンタフ型の内陸塩水が存在し，マントル起源成分の寄与を受けてい

るものの，供給されたCO2はCaCO3として沈殿 
• 第四紀火山である三辺山近傍には，火山性熱水起源の塩水が存在 
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• 中央構造線沿いには，有馬型深部熱水と天水との混合で説明可能な，非火山性熱水起源で，pH
が 7 以上，高温，高Cl 濃度・高HCO3濃度といった特徴を有する塩水が存在 

• 付加体（とくに四万十帯）には，近畿地方や紀伊半島と同様に，高い深部起源C 濃度を有する，

起源不明の塩水および低 Cl 濃度の HCO3型地下水が存在し，スラブ起源の CO2が地下水へ付加

した可能性あり 
9 非火山地域の深層地下水データ（約 5,200 点）について，堆積岩類，付加コンプレックス，火山

岩類，深成岩類の 4 タイプの地質で比較し，それぞれの特徴を把握（尾山ほか，2011） 
• pH に大きな差は認められず，水温は火山岩類で最も高く，付加コンプレックスは最も低い結果 
• 主要陽イオンに対する地質の影響は，堆積岩類＞火山岩類＞付加コンプレックス＞深成岩類 
• 主要陰イオンに対する地質の影響は，堆積岩類はCl，付加体コンプレックスはHCO3，火山岩類

は SO4に富む地下水となる傾向があり，HCO3型地下水は近畿地方から四国地方に分布し，地下

深部からのCO2の供給の可能性が考えられ，SO4型地下水はグリーンタフ地域に多く分布 
10 岐阜県東濃地域（内陸部・結晶質岩）を事例として，地下水中のコロイド・有機物・微生物の存

在や特性を把握（長尾ほか，2008；竹内ほか，2010） 
• 花崗岩中では微生物の栄養源が限られ，地下水中にはそれを反映した微生物相が形成 
• 花崗岩および被覆堆積岩の地下水中の腐植物質に占めるフルボ酸の割合は 7 割程度であり，非着

色水の地下水腐植物質に占めるフルボ酸の割合とほぼ一致 
11 北海道幌延地域のうち内陸部の堆積岩を事例として，地下水中のコロイド・有機物・微生物の存

在や特性を把握（Shimizu et al., 2006；天野ほか，2008） 
• 地下水中では窒素関連菌やメタン生成菌が優勢で，微生物活性は低いものの，微生物生態系は高

アンモニウム・メタンガス濃度の地下水環境と連動しながら形成され，とくに閉鎖的で有機物に

富む深部では，有機物を還元剤とした生物学的プロセスにより還元環境が形成 
12 JAEA 瑞浪超深地層研究所（岐阜県瑞浪市）において，段階的な地下施設（立坑および水平坑道）

の建設に伴う地下深部の地球化学環境の変化を把握（竹内ほか，2010；國丸ほか，2011，2012；
水野ほか，2013） 

• 掘削影響領域を通じて深度 400 m 付近まで表層水が浸透しているものの，地下水の還元性は維持

• 塩化物イオンの濃度の変化および間隙水圧の変化が時期的に一致することから，土岐花崗岩中の

地球化学環境の変化が水理地質構造および地下水の流動状態の変化に依存していると解釈 
• 高塩分濃度を有する深部地下水の上昇（アップコーニング）および上下方向への水みちの連結性

の高い区間での地下水の混合を確認 
13 JAEA 幌延深地層研究所（北海道幌延町）において，段階的な地下施設（立坑および水平坑道）

の建設に伴う地下深部の地球化学環境の変化を把握（中山ほか，2011，2012；天野ほか，2012a）
• 塩分濃度の上昇および低下が観測され，前者は地下施設の西側あるいは特定の深度に分布する高

塩分濃度の地下水の流入，後者は地下施設の東側に分布する比較的塩分濃度の低い地下水の引き

込みによる変化と解釈 
• 間隙水圧が低下しても，地下水の pH や酸化還元電位は約 3 年間ほとんど変化していない領域が

存在すること，坑道近傍では，間隙水圧の低下によるCO2の遊離の影響により，坑道壁面から離

れた領域よりも地下水の pH がやや高くなったものの，地下水の還元状態が維持されていること

を確認 
情報の整理と第２次取りまとめの見解への反映などの検討 

○ 従来の内陸部の結晶質岩に加えて，内陸部，沿岸域および海域の堆積岩，ならびに沿岸域の付加

体堆積岩を対象とした事例研究を通じて，地表から地下深部に至る地下水の水質分布（例えば，

淡水および塩水），起源・滞留時間，水質形成機構が把握されている（1～9）。 
○ 対象とする岩種や起源にかかわらず，地下深部の地下水は，地下浅部の地下水と比較して中性か

ら弱アルカリ性を示し，還元状態が維持される傾向が認められる。また，地下浅部の地下水は，

涵養した天水との混合・希釈によりNaHCO3に富んでいる。一方，天水の影響が及ばない地下深

部の地下水は，現海水や化石海水，長期にわたる水－岩石反応を経て生成した塩水あるいは深部

起源成分などの影響により，NaCl に富んでいる（1～9）。さらに，非火山地域の一部においては，

大規模な構造線などに伴い，スラブ起源のCO2が地下水の水質に寄与している可能性も考えられ

る（7～9）。 
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○ 地下水の水質や同位体の情報に加えて，地下水中の有機物や微生物などの情報も蓄積されている

（10,11）。これらの情報を用いた多変量解析や熱力学的解析などを通じて，地下水の水質形成に

は，地下水と岩石・鉱物との化学反応（例えば，溶解・沈殿やイオン交換反応）に加え，有機物

や微生物，ガスとの相互反応や地表から涵養した天水との混合などが関与することが定量的に示

されている（1～9）。 
○ 地下水の年代については，とくに堆積岩の地下深部において，数百万年～1 千万年程度と非常に

古い値が求められている（2,4）。また，地下水年代や水質形成機構に加えて，過去から現在に至

る地質・水理地質構造の変遷や気候・海水準変動などの情報を併せて解釈することにより，地球

化学環境は長期的に大きく変化しないことが把握されている（2）。 
○ 第２次取りまとめ以降に把握された地下水の年代については，対象とした地層が超長期にわたり

地球化学的・水理学的に安定であることを示す実例である。一方，地下施設建設に伴う地球化学

環境の変化については，地下施設建設の影響が広範囲に及ばないことを示す傍証となる。これら

の知見は，地層処分システムの閉鎖後長期の安全性を示す上での論拠となる。 
○ 第２次取りまとめ以降の進展として，JAEA の瑞浪および幌延の深地層の研究施設において，地

下坑道掘削に伴う地下深部の地球化学環境の変化に関する情報の蓄積が図られている（12,13）。
地下坑道掘削により，坑道近傍に形成された掘削影響領域において，表層水や異なる水質の地下

水の引き込みや混合が生じているものの，その範囲より内部の岩盤では，地下坑道掘削前の地球

化学環境が維持されていることが確認されている。地下坑道掘削に伴う地球化学環境の変化につ

いては，引き続き情報収集を進めていく。 
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4.3 岩盤の熱特性・力学特性 

表 4-3 岩盤の熱特性・力学特性 

第２次取りまとめの見解 

① 岩盤の熱特性については，文献調査により得られたデータを整理した結果，熱伝導率の岩種ごと

の度数分布が把握された。比熱と線膨張係数については，結晶質岩の度数分布が把握された。【分

冊１：3.5.4 項「まとめ」】 
② 地温については，地温勾配の全国分布図が作成されている。これによれば，火山地域を除く大部

分の地域で，地温勾配はおおむね 5℃/100 m以下（平均的には 3℃/100 m前後）である。【分冊１：

要約「深部地質環境の一般的な特性」】 
③ 初期応力に関しては，文献データと東濃地域および釜石鉱山での実測例との比較・検討を行った。

その結果によれば，地下深部での鉛直応力は，ほぼ土かぶり圧に等しく，鉛直応力と水平応力と

の比は地下浅部ではばらつくものの，深度が大きくなるにしたがって 1 前後に近づく。【分冊１：

要約「深部地質環境の一般的な特性」】 
④ 岩石の主要な物性についても，土木工学などの分野に蓄積されている文献データを，東濃地域お

よび釜石鉱山で得られた実測データとあわせて，岩種ごとに整理した。【分冊１：要約「深部地

質環境の一般的な特性」】 
⑤ 東濃鉱山および釜石鉱山において，坑道掘削前後における岩盤物性の変化などを観測し，発破掘

削によって周辺の岩盤の強度などが変化する範囲は，坑道壁面から 1 m 程度までであることを確

認した。【分冊１：要約「深部地質環境の一般的な特性」】 
第２次取りまとめ以降の公開文献情報 

1 北海道幌延地域（堆積岩）を事例として，新第三紀堆積岩（声問層および稚内層）の熱物性を把

握（松井ほか，2005；山本ほか，2005；藤田ほか，2007；太田ほか，2007） 
• 飽和および自然含水状態の熱伝導率は，深度 100 m で 1.0 Wm-1K-1程度，深度 700 m で 1.6 Wm-1K-1

程度であり，深度とともに増加する傾向 
• 線膨張係数は深度 100～300 m では-5×10-6～15×10-6 K-1，深度 400 m 以深で 15×10-6 K-1程度 
• 地温勾配は 4.7℃/100m 
• 堆積岩は多孔質であり，周辺の温度条件によって熱物性（比熱容量，熱伝導率，線膨張係数）お

よび変形挙動（膨張・収縮）が変化 
2 岐阜県東濃地域（結晶質岩）を事例として，土岐花崗岩の熱物性を把握（三枝ほか，2007） 
• 熱伝導率は 1.5～5.0 Wm-1K-1，線膨張係数は 0.5×10-5～2.0×10-6 K-1程度 
• 深度 1,000 m までの地温勾配の平均値は 2℃/100 m 

3 泥岩などの堆積岩の熱伝導率は異方性が高く，一般に成層構造の強い堆積岩や変成岩では成層面

に垂直な方向では，成層方向よりも平均して 10～30％小（日本熱物性学会，2008) 
4 深海底掘削コア堆積物試料では，熱伝導率異方性（水平成分／鉛直成分）の平均は1.2程度（Pribnow 

et al., 2000) 
5 温度と圧力を変化させた花崗岩の熱膨張試験を実施し，熱膨張特性に及ぼす割れ目および充填物

の影響を把握（八田ほか，2003） 
• 熱膨張特性に対する割れ目の影響は無視することが可能 
• 充填物のある割れ目を含む岩石では，加熱に伴って充填物が収縮することにより，割れ目のない

岩石の線膨張係数よりもはるかに小さくなる場合があり，割れ目充填物の種類および厚さによっ

ては岩石の熱膨張特性に顕著に影響 
6 稲田花崗岩を対象に熱物性を測定し高温履歴による異方性の変化を把握（林ほか，2003） 
• 室温～400℃，室温～600℃までの平均的な熱膨張係数は，それぞれ 9.28×10-6 K-1，19.65×10-6 K-1 
• 室温～400℃，室温～600℃までの平均的な永久熱ひずみは，それぞれ 807×10-6，6,067×10-6 
• 線膨張係数は 4～7％，永久熱ひずみは約 23％の異方性度合い 
• 既存マイクロクラックが温度の上昇に伴って進展・開口するため，マイクロクラックの選択的配

向性に起因する物性の異方性は高温あるいは高温履歴の影響を受けてさらに増大 
7 花崗岩，安山岩，砂岩，凝灰岩，泥岩対象に熱物性を測定し，物理的性質や含水状態の影響を把

握（木下・稲田，2006） 
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• 室温～100℃の範囲で熱物性を測定した結果，測定範囲において熱物性値の温度による変化は少

なく，実用上はほぼ一定と推察 
• 乾燥試料と湿潤試料との熱物性値の大きな差には間隙水の影響が大きく関与し，とくに間隙率の

大きい凝灰岩および泥岩ではその傾向が顕著 
• 熱拡散率は 4～12×10-3 cm2/s，比熱は 1.0～1.5 kJkg-1K-1，熱伝導率は 0.7～3.2 Wm-1K-1 

8 既存文献の調査結果を集約し，高温および低温下における岩盤物性（物理特性，力学特性，透水

性，熱特性）をデータベース化（土木学会 岩盤力学委員会 岩盤の熱環境に関する研究小委員会，

2006） 
9 孔井や温泉などから得られる地温分布に関する情報を地温勾配図などに収録（田中ほか，2004；

Tanaka et al., 2004） 
10 北海道幌延地域（堆積岩）を事例として，新第三紀堆積岩（声問層および稚内層）の物理・力学

特性および初期応力の深度分布を把握（核燃料サイクル開発機構，2005；太田ほか，2007；中山

ほか，2011） 
• 深度 500 m 付近の健岩部の一軸圧縮強度は 10～35 MPa で日本国内に一般的に分布する泥岩や頁

岩とほぼ同程度 
• 圧裂引張強度は，測定深度によらず一軸圧縮強度のほぼ 1/10 程度 
• 岩盤内応力は水平面内の最大／最小主応力比が 1.2～1.65 程度の偏圧状態 
• 弾性係数は 2～5 GPa 程度で，静ポアソン比は深度方向に大きな変化は無く 0.2～0.3 程度の範囲

に分布 
• 地下250 mの各主軸方向の静弾性係数は，最大主軸4.74 GPa，中間主軸4.39 GPa，最小主軸3.56 GPa
• 弾性係数の平均値（4.05 GPa）から評価した弾性異方性の程度は，最大主軸方向 17.0％，中間主

軸方向 8.4％，最小主軸方向-12.1％ 
• 深度とともに見掛け比重は 1.5～2.0 に増加するのに対して，有効間隙率は 60～30％に低下し，こ

の深度依存性はシリカ続成の程度が影響 
11 岐阜県東濃地域（結晶質岩）を事例として，土岐花崗岩の物理・力学特性および初期応力の深度

分布を把握（松井ほか，2000；國丸ほか，2012；丹野ほか，2012） 
• 健岩部の見かけ比重 2.50～2.65，有効間隙率 0.8～1.7％，含水比 0.14～0.65％，断層ガウジに沿う

変質帯の見かけ比重 2.248～2.530，有効間隙率 4.14％，含水比 0.91％ 
• 健岩部の静弾性係数 20～62 GPa，一軸圧縮強度 50～200 MPa，ポアソン比 0.26～0.4，粘着力 20

～50 MPa，内部摩擦角 48～63°，断層ガウジに沿う変質帯の静弾性係数 0.37～1.46 GPa，一軸圧

縮強度 1.75～3.32 MPa，深度 200 m における初期応力 σ1=10.6 MPa，σ2=5.2 MPa，σ3=2.6 MPa 
• P 波速度は割れ目密度の高い区間の平均値で約 5.15 km/s，割れ目密度の低い区間の平均値で約

5.60 km/s と異なり，断層を挟んだコア全体が変質している区間の平均値は約 4.15 km/s 
12 神奈川県横須賀地域（付加体堆積岩）を事例として，新第三紀堆積岩（三浦層群および葉山層群）

の物理・力学特性および初期応力を把握（近藤ほか，2011） 
• 三浦層群（砂質シルト岩・砂岩互層）の見かけ密度は 1.8～2.2，有効間隙率は 33～45％，一軸圧

縮強度は2.4～4.3 MPa，深度101.75 mの変形係数514 MPa，弾性係数1.76～1.77 GPa，深度186.50 m
の変形係数 545 MPa，弾性係数 0.78～1.04 GPa 

• 三浦層群の深度 169.40 m の最大主応力は 8.92～9.35 MPa，最小主応力は 5.14～5.28 MPa，深度

190.00 mの最大主応力は 8.89～9.78 MPa，最小主応力は 5.33～5.62 MPa であり，両者はおおむね

一致し，主応力方位は両深度ともN27°W で当該地点周辺の地殻変動の傾向と整合 
• 葉山層群（泥岩主体）の見かけ密度は 1.9～2.2，有効間隙率は 27～38％，一軸圧縮強度は凝灰岩

部で 4.0～10.8 MPa，三軸圧縮試験による軸差応力は 10～35 MPa 程度 
• 葉山層群は破砕組織が発達し掘削時に細片化し易いものの，応力が解放されない限りは岩盤が十

分に堅牢 
13 数例の難工事事象の分析によりその地質要因を把握（新ほか，2011a,b） 
• 花崗岩分布域において弾性波速度（Vp）が 5 km/s 前後の場合，水平最大地圧と水平最小地圧と

の差が 30 MPa 以上の時に山はね遭遇の可能性大 
• 岩種区分ごとに膨張地山の弾性波速度（Vp）の上限が見出され，地山強度比，単位体積重量，砂

分含有率には地山膨張の程度との明瞭な相関性を確認 
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14 高温環境下における堆積軟岩の力学特性として，三軸圧縮強度は常温と比較して 60℃で低下し，

ヤング率は減少する場合があり，クリープ特性に関しては，最小ひずみ速度や破壊時間なども温

度に依存（岡田，2005，2006） 
15 長期にわたる岩盤挙動に関する知見が拡充（西尾ほか，2009；國丸ほか，2011） 
• 田下凝灰岩の低応力レベル（一軸圧縮強度 9.1 MPa の 30％）での長期クリープの試験では，105 s

までは対数クリープ即に従いひずみが増加するものの，それ以降は対数則に対するひずみの増加

率が多少大きく，クリープのひずみは経過時間の 0.1 乗に比例して増加し，ひずみ速度は 0.9 乗

に反比例して減少 
• 結晶質岩中のケイ酸塩鉱物の溶解現象は圧力に依存し，岩石中の鉱物の溶解による微視的な変化

や変形が岩盤の時間依存性挙動（クリープ挙動や応力緩和現象）に影響を及ぼすことを把握 
16 全国の深部岩盤の力学特性を中心とする物性値をデータ集としてまとめて公開（星野ほか，2001）
17 既存の試験データを収集し，岩盤の工学的分類の分類要素を基軸に整理した原位置岩盤試験デー

タベースを構築し公開（地盤工学会，2009） 
18 既報の応力解放法により得られた初期地圧データを土被り深さや測定位置の岩盤状況などとと

もに整理し，三次元主応力とそれらの方向余弦や 6 応力成分を計算し一覧表形式で表示（長ほか，

2009） 
19 深度 5～1,600 m の区間で測定された原位置の初期応力状態データを集約し，鉛直応力は土被り圧

にほぼ一致すること，多くの場合，水平最大主応力と鉛直応力との比が 1～2 であること，半数

以上の水平最大主応力の方向が三角測量から推定される地殻ひずみの方向と調和的であること

を把握（Yokoyama et al., 2003） 
20 北海道幌延地域（堆積岩）における地下研究施設の建設・調査から，坑道掘削による周辺岩盤の

緩みに関する知見が拡充（中山ほか，2009，2010） 
• 立坑の掘削が進行し計測区間に切羽が近づくにつれて岩盤は隆起し，最も接近した時に変位は最

大となり，このような変位挙動はほぼ一様で 10 mm 程度に収れん 
• 立坑の掘削により周辺の地下水流動が変化し，岩盤の圧密変形が発生しており，この時，地表面

は緩やかに立坑方向に傾斜し，掘削が行われていない期間においても傾斜の変化が継続 
• 坑道の掘削に伴い岩盤の力学的な性質が大きく変わる範囲は，坑道近傍の数十 cm 程度に限定 

21 関西電力奥多々良木増設発電所（流紋岩主体，土被り約 250 m）および大河内発電所（ひん岩，

土被り約 280 m）において，地下空洞掘削過程の不連続面および岩盤挙動の詳細な計測に基づく

シミュレーションから，不連続面の滑りが応力再配分特性や亀裂進展特性などに大きな影響を与

えていることを把握（吉田ほか，2006） 
22 東京電力葛野川地下発電所（砂岩・泥岩混合層，土被り約 500 m）において，大規模地下空洞の

長期依存性挙動を示し，長期安定性を評価（小山ほか，2007） 
• 掘削直後の岩盤内変位は，天井部に比較して側壁部・妻壁部では地山深部でも大きく，区間ひず

みは，天井部では壁面から 5 m 以深で 0.1％以下であるのに対して，側壁部・妻壁部では 15 m 程

度まで 0.1％以上 
• 節理の走向が急激に変化した幅約 2 mのキンク帯が相対的に大きな変位の発生原因 
• 掘削完了後 10 年後においては，天井部では壁面から 3 m 以内で比較的大きな増分ひずみ，側壁

部では壁面から 15 m程度まで顕著な増分ひずみが発生し，その発生傾向は掘削時と類似 
• 非線形粘弾塑性モデルの一つであるコンプライアンス可変型モデルを選定し，実測値との比較か

らモデルの適用可能性を評価した後，掘削後 30 年の長期挙動を予測した結果，支保工定着部の

健全性を含め空洞安定性が長期に確保されることを確認 
情報の整理と第２次取りまとめの見解への反映などの検討 

○ 室温から高温の条件下における岩盤の熱特性（熱伝導率や線膨張係数など）について，JAEA の

瑞浪および幌延の深地層の研究施設におけるボーリング調査や岩石試料を用いた室内試験など

を通じて情報の蓄積が図られてきており（1～7），データベース化も図られている（8）。また，

地温分布に関する情報も全国規模でデータベース化されており，非火山地域における地温勾配は

おおむね 3～5℃/100 m程度であることが読み取れる（9）。 
○ 地下深部の岩盤の物理・力学特性（見かけ比重や一軸圧縮強度）および初期応力についても，岩

盤の熱特性と同様に，JAEA の瑞浪および幌延の深地層の研究施設におけるボーリング調査や岩
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石試料を用いた室内試験などを通じて情報の蓄積が図られてきており（10～15），取得された情

報の収集・整理も行われている（16～19）。鉛直応力と水平応力との比は，地下深部において 1
～2 の範囲内にある（10,12,19）。 

○ 地下坑道掘削による周辺岩盤への力学的影響については，JAEA 幌延の深地層の研究施設や地下

発電所において情報の蓄積が図られている（20～22）。坑道周辺岩盤において，応力再配分領域

は数 m に及ぶものの，力学的特性が大きく変化する範囲は 1 m 未満であり（20），長期的には坑

道の力学的安定性が維持されると推測される（22）。地下坑道掘削に伴う力学的影響については，

引き続き情報収集を進めていく。 
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4.4 岩盤中の物質移動特性 

表 4-4 岩盤中の物質移動特性 

第２次取りまとめの見解 

① 地下水を媒体とした物質の移動については，地下水の動きだけでなく，濃度勾配によって物質が

岩盤のマトリクス中を拡散する現象や，鉱物の表面に吸着するような現象にも注目する必要があ

る。すなわち，岩盤中での物質移動特性を理解するためには，主要な移行経路となる地質構造要

素に着目して，その物理的な構造と化学的な性質をとらえることが重要である。【分冊１：要約

「深部地質環境の一般的な特性」】 
② 物理的な構造に関しては，従来より，多くの鉱山やトンネルでの経験から，花崗岩などの緻密な

岩盤では，岩盤中に発達した割れ目のネットワーク構造が支配的な移行経路となり，一方，大き

な割れ目が発達しにくい新しい堆積岩では，粒子間の間隙が主要な移行経路となると考えられて

きた。東濃鉱山および釜石鉱山での詳細な観察や試験では，これらに加えて，鉱物のへき開や鉱

物中の微小割れ目などが，移行経路として重要な役割を果たすことが確認された。また，花崗岩

においては，割れ目表面から数十mm 程度まで，マトリクス拡散が生じていることが実際に観察

された。【分冊１：要約「深部地質環境の一般的な特性」】 
③ 化学的な性質としては，移行経路に存在する粘土鉱物および雲母や黄鉄鉱などの鉄含有鉱物は，

石英，長石類，方解石などに比べて，一般に物質を吸着する能力が高いことがわかっている。な

お，東濃ウラン鉱床を対象としたナチュラルアナログ研究では，天然ウランは，黄鉄鉱などの鉱

物粒子中の微小割れ目，雲母鉱物のへき開，炭質物の表面や粘土鉱物が充填したマトリクス中に

濃集していることが観察された。【分冊１：要約「深部地質環境の一般的な特性」】 
第２次取りまとめ以降の公開文献情報 

1 白亜紀の土岐花崗岩を対象に，JAEA 瑞浪超深地層研究所（岐阜県瑞浪市）における地上からの

調査研究（地表地質踏査，物理探査，ボーリング調査など），坑道掘削時の調査研究（坑道壁面

観察，逆VSP 探査など）および地下施設での調査研究（断層ボーリング調査，物質移動試験など）

を通じて，物質移動の場（割れ目や間隙構造）の幾何形状，鉱物・物理特性，収着・拡散特性，

物質移動の遅延機構，コロイド・有機物および微生物が物質移動に及ぼす影響を把握（太田ほか，

2005；西尾ほか，2009；竹内ほか，2010；國丸ほか，2011，2012；Yoshida et al., 2013；Yamamoto 
et al., in press） 

• 主立坑沿いに分布する断層は厚さ数 cm 程度の断層ガウジを伴う断層岩からなり，貫入岩と接す

る場合が多く，断層岩およびその周辺には雲母粘土鉱物化や緑泥石化を伴う強い変質が認めら

れ，その程度は断層から離れるほど弱くなる傾向を確認 
• 研究坑道周辺に認められる断層や割れ目を充填鉱物，母岩の変質，透水性，形成時期・温度を指

標として 5 タイプに分類 
• 母岩（健岩部および各タイプの割れ目近傍）の間隙率は 0.2～0.3％程度，変質の程度が著しい割

れ目密集部の間隙率は約 4％ 
• 母岩中でのウラニンの実効拡散係数は分類された割れ目のタイプに依らず 10-14 m2/s オーダーで

あり，変質はないものの緑泥石を介在する低透水性の割れ目の近傍では，割れ目から離れた母岩

に比べて実効拡散係数が小さくなる傾向 
• 母岩中でのCs，Sr，I の実効拡散係数は 10-13 m2/s オーダーであり，ウラニンの値よりも 1 オーダ

ー大きい値を算出 
• 母岩のCs の収着分配係数は原位置地下水の条件下で 10-3 m3/kg オーダーであり，0.5M NaCl 溶液

の条件下で求めた値（3～5×10-2 m3/kg）よりも 1 オーダー，透過型拡散試験から求めた値よりも

2 オーダー大きくなる傾向が認められ，また，Sr の収着分配係数よりも大きくなることを確認 
• 透水性割れ目近傍の母岩中ではマトリクス拡散が実際に生じており，その深さが数十mm 以上に

及ぶことを確認 
• 地下水中には主に水酸化鉄，有機酸鉄，腐植物質からなるコロイドが REE と結合し，分画サイ

ズ依存性を持って存在 
• 地下水中の微量元素は，主成分元素（Na，K，Ca，Mg，Cl）と正の相関を示す元素（Mn，Fe，

Co，Rb，Sr，Ba，W），および正の相関を示さない元素（Mo，Cs，As，Cu，Zn，Ti，Al，REE，
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Pb，Th，U）の 2 種類に大別され，無機粒子（Fe，Al，Si，Ti，P）と有機物とが混合したコロイ

ドに吸着して存在 
• 花崗岩中の微生物細胞は割れ目を含む岩石中で多く，健岩部で少ない傾向があるが，堆積岩と比

べると 3～4 オーダー少ないこと，地下水中にはサイズの小さな細胞が多く存在することを確認 
• 花崗岩中の水みちの形成には，①花崗岩の温度低下に伴う割れ目の形成，②熱水循環を伴う岩体

の急速な隆起による割れ目充填鉱物の形成，③その後の天水の循環が関与 
• 地下深部の酸化還元システムは，過去からの地球化学的現象によって形成されてきたことから，

現在の酸化状態による影響は小 
2 白亜紀の万成花崗岩（底盤型，岡山市）および白亜紀の土岐花崗岩（岩株型，岐阜県東濃地方）

を対象に，詳細な岩石・鉱物学的調査や室内試験により，物質移動に関する以下の特性を把握

（Akagawa et al., 2006；西本ほか，2008；吉田ほか，2008；Yoshida et al., 2009a,b, 2012） 
• 変質した花崗岩は，岩体の隆起の途中および隆起後の基本的に 2 段階の水－岩石反応により形成

• 変質した花崗岩は未変質の花崗岩に比べて，物質移動に寄与する間隙の容量が大きく，とくにカ

リ長石はほかの構成鉱物（例えば，黒雲母）よりも物質の移動遅延に寄与 
• 変質した花崗岩は未変質の花崗岩と比較して，初生鉱物のみならず，鉱物粒界や溶解により生じ

た間隙に形成した二次雲母鉱物や鉄水酸化物による大きな収着能を有し，物質の移動遅延能が大

• 花崗岩中の水みちには，花崗岩の急冷による高角の割れ目（柱状節理）および花崗岩の隆起に伴

う圧力解放によって形成される微細な割れ目の 2 タイプが存在 
3 JAEA 瑞浪超深地層研究所（岐阜県瑞浪市）において，新第三紀堆積岩の瑞浪層群明世累層の凝

灰質砂岩を対象に，放射性核種などの移動および固定化を規制する酸化還元フロントの地球化学

的および微生物学的な特性を把握（Yoshida et al., 2008） 
• 母岩中での主要成分はほとんど変化しないものの，酸化還元フロントでは Fe および希土類元素

を含む微量元素が増加することを確認 
• 酸化還元帯で確認された異なる微生物群の帯状分布は酸化還元フロントでの鉄水酸化物の含有

量を規制すると考えられ，この水－岩石－微生物相互反応は，処分場周辺で形成される酸化還元

フロントで生じるプロセスのアナログと解釈 
4 新第三紀堆積岩の稚内層を対象に，JAEA 幌延深地層研究所（北海道幌延町）における地上から

の調査研究（地表地質踏査，物理探査，ボーリング調査など），坑道掘削時の調査研究（坑道壁

面観察など）および地下施設での調査研究（物質移動試験など）を通じて，物質移動の場の幾何

形状，収着・拡散特性，物質移動の遅延機構，有機物および微生物が物質移動に及ぼす影響を把

握（高畑ほか，2004；高橋，2005；石井・福島，2006；太田ほか，2007；舟木ほか，2009；Ishii et 
al., 2010；中山ほか，2011，2012） 

• 大曲断層はダメージゾーンを主体とした幅 120 m 程度の断層帯を形成し，この構造は水みちとし

て機能すると考えられ，これは断層沿いに天水起源の地下水が地下深部まで浸透している事実と

整合的 
• 地表付近における断層沿いの酸化帯の発達状況，挟在する断層岩の産状，分布密度，形成過程，

断層の方向と応力場との関係から，層理面に高角な小断層帯は地下水の主要な水みちとなってい

る可能性があり，層理面にほぼ平行な小断層はその可能性が小さいと推測 
• 声問層中では，割れ目は連続性・連結性に乏しく地下水流動に与える影響が小さいものの，稚内

層中では，層理面に高角な断層が引張割れ目の派生を伴っており，それらが高い透水性を有する

ことを把握 
• 稚内層では小断層帯が優勢な移行経路として機能する可能性が示され，稚内層および声問層は極

めて高い物質移動の遅延効果を示すことを確認 
• 各層の間隙率は，増幌層が約 45％，稚内層が約 40％，声問層が約 58％，勇知層が約 45％ 
• Ni およびEu の収着分配係数は割れ目部および健岩部で有意の差があることを確認 
• 地下水中の腐植物質（フルボ酸およびフミン酸）は，深度によって構成比率は変化するものの元

素組成の構造特性に大きな相違はないこと，原位置において物質の拡散に影響しないこと，およ

び腐食物質の地層中への拡散はほとんど生じないことを確認 
• 地下 140 mで採取した地下水から Pseudomonas 属微生物を単離し，それから作成したバイオフィ

ルムは大きな収着能を有することを実験的に確認 
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5 北海道幌延町の沿岸域において，更新世堆積岩の勇知層（地下 500 m 以深）を対象に，地質学的

特性，地下水の水質・同位体の深度プロファイルから，地下 500～800 m 区間では拡散域，地下

800～1,000 m 区間では滞留域であること，および物質移動は拡散支配となることを確認（産業技

術総合研究所，2012a） 
6 数種類の岩石試料を用いた室内調査・試験を通じて，物質移動特性に関するデータを拡充 
• 岩手県釜石鉱山およびスイス・グリムゼル原位置試験場における原位置試験および室内調査によ

り，コア試料を用いて求めた花崗岩の間隙率は原位置における値よりも 1.5～3 倍程度大きくなる

ことを確認（Ota et al., 2001，2003） 
• 花崗岩試料を用いた非収着性イオンによる非定常拡散試験により，拡散係数は試料の長さに依存

しないほぼ一定値が得られ，非収着性イオンは花崗岩マトリクスを数百mm の深さまで拡散し得

ると推定（栃木ほか，2007） 
• 国内外で取得された岩石に対する核種の分配係数および拡散係数の実測データおよび関連情報

を取りまとめた，収着データベース（JAEA-SDB System）および拡散データベース（JAEA-DDB 
System）を整備し JAEA ホームページ上に公開（舘ほか，2009；栃木・舘，2009；Tachi et al., 2011）

情報の整理と第２次取りまとめの見解への反映などの検討 

○ 白亜紀の花崗岩類および新第三紀～第四紀堆積岩類を事例として，物質移動・遅延の場となる構

造の幾何形状や収着・拡散特性，その場で生じる物質移動・遅延現象が把握されている（1～5）。
○ 岩盤中では，巨視的には，高透水性を有する連続・連結した断層や割れ目において移流（地下水

流動）による物質移動が生じている（1,4）。これは花崗岩だけでなく，連続・連結した割れ目が

発達する堆積岩においても顕著であり，このような割れ目の構造や幾何形状，透水性は，その形

成過程によって大きく変化する。一方，微視的には，連結する間隙構造において，物質の移動と

ともに，収着およびマトリクス拡散による物質移動の遅延が実際に生じている（1,2,4,5）。これは，

割れ目の発達の程度にかかわらず，花崗岩や堆積岩の基質において認められる。 
○ 岩盤中に認められる変質帯や酸化還元フロントは，二次的に形成された鉄水酸化物により物質を

収着させる能力が大きいことが確認されている。また，変質帯における物質移動に寄与する間隙

の容量に加え，水－岩石－微生物相互反応による鉄水酸化物の含有量の規制やバイオフィルムの

形成など，物質移動の遅延（収着や固定化）を規制する要因も明らかになっている（2～4）。 
○ また，岩石試料を用いた室内調査・試験を通じて，原位置試験および室内試験で測定した間隙率

の差異など，物質移動特性を評価する上で有用な情報が蓄積されている。さらに，様々な岩石に

対して測定された核種の分配係数および拡散係数はデータベースとして取りまとめられ，JAEA
ホームページ上に公開されている（6）。 

○ 以上の整理結果は，岩盤中では地下水により割れ目や間隙中を移動する物質が収着やマトリクス

拡散により遅延され，変質帯や酸化還元フロントの形成や水－岩石－微生物相互反応が物質の遅

延に大きく関与していることを示している。 
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